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生産システムの変容と経済危機

―アメリカ市場指向生産システムと新興国市場指向生産システム―

石 田 修

はじめに

本稿の目的は、生産システムのグローバリ

ゼーションの契機を示すとともに、グローバリ

ゼーションのなかでの生産システムの変化を明

らかにし、その上で、金融・経済危機前後を対

比して、危機後の生産システムの変容を考察す

ることにある。

ここでは、生産システムにとっての最終需要

を実現する市場を区別する。先進国市場へのア

クセスを指向した生産システムをアメリカ市場

指向生産システムと定義する。この定義には、

国際不均衡を維持するメカニズムの中で形成さ

れた生産システムという含意がある。さらに、

金融・経済危機以降の新興国市場へのアクセス

を指向した生産システムを新興国指向生産シス

テムと呼ぶことにする。

本稿は以下のような構成を取っている。第１

に、生産システムの論点を整理し、グローバル

生産システムの定義を提示する。第２に、生産

システムの履歴を確認した上で、アメリカ市場

指向型のグローバル生産システムの展開の契

機、そして、システムを支える外的条件と内部

構造を検討する。第３に、90年代半ばからのア

メリカ市場指向生産システムの変貌、そして危

機後の新興国市場指向型グローバル生産システ

ムへの変容を明らかにする。最後に、中長期的

観点から生産システムを展望する。

１.生産システムの論点と定義

⑴ 論点の整理

ここでは、生産システムの国際化（interna-

tionalization）の段階とグローバリゼーション

の段階に分けて、論点を整理しておきたい。国

際化の段階とは、企業が海外直接投資し、さら

に、海外進出を果たした後に企業内の国際組織

編成を模索する段階である。また、グローバリ

ゼーションの段階とは、一度確立した国際組織

編成を脱構築（deconstruction）し、その上で、

新たな企業関係に基づいた生産システムが展開

される段階である 。

国際化の段階では、多国籍企業の内部である

生産システムを対象とする。たとえば、Dunning

（1973）は、多国籍企業が関わる生産システム

を国際生産と呼んだ。彼は、企業が直接投資す

る理由を総合的に提示した。さらに、Oman

（1984）は、株式（equity）の取得形態を取らず
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１)このセクションは 石田（2008）の一部を再考してい

る。

２)ボストン・コンサルティング・グループ（BCG）は、

従来の事業を分解し、再構築するという意味で、「デコン

ストラクション」という用語を用いている。本稿では、

生産システムのグローバリゼーションのプロセスに対

応させてこの用語を用いている。



に現地企業にガバナンスを行使できる「国際投

資の新形態」という概念を提起する。これは、

直接投資に代わる生産システムの統合形態であ

る 。また、Bartlet and Ghoshal（1989）は、

直接投資ではなく、すでに国際的に展開してい

る企業の組織編成を対象とした。彼らは、ロー

カル適応とグローバル統合の関係から、「グロー

バル」・「インターナショナル」・「マルチナショ

ナル」・「トランスナショナル」という４つの分

類から企業組織を類型化する。

次に、グローバリゼーションの段階において、

企業組織間の関係を対象とした分析が現れた。

世界システム論の視角から、Gereffi（1994）は、

生産者主導から買い手主導のグローバル商品連

鎖（Global Commodity Chain）へと、生産シ

ステムが変化していることに注目した。また、

Rugman and D’Cruz（1997）では、旗艦企業

（flagship firm）の外注化を指摘し、内部化と

異なる多国籍企業の戦略行動として、ネット

ワークによる企業間関係の形成を提示した。

さらに、企業関係のガバナンスを、グローバ

ル価値連鎖（global value chain）という概念を

用いて類型化する研究が提示された。例えば、

Gereffi et al.（2005）では、市場とヒエラルキー

の中間形態を、モジュラー型、関係型、専属型

という３つに分類している。このような形態分

類の意義は、市場かヒエラルキーか、貿易か投

資か、という企業の二者択一的な視点からでは

分析できない、生産システムの企業関係を認識

させたことである。さらには、企業のガバナン

ス形態の変化の要因を提示したという意義があ

る。

続いて、グローバル価値連鎖とは線形的関係

でしかなく、ここからガバナンスを分析するの

は視野が狭いという批判が出された。これは、

Dicken et al.（2001）などの経済地理学からの

アプローチである。彼らは、バリューチェーン

よりも広義の概念としてグローバル生産ネット

ワークを提示した。ただし、企業単位の空間編

成が重視され、分析では国民経済単位との関わ

りが希薄である。

また、企業の補完関係が、情報の共有という

オープンなシステムで進展し、それが国民経済

の成長に影響していることを指摘した、Borrus
 

and Zysman（1997）のCPN（Cross national
 

Production Network）とErnst and Kim（2002）

のGPN（Global Production Network）という

概念がある。両者は、情報の共有の拡大という

「オープン化」の把握が異なっている。一方は、

open-but-owned製品であるマイクロソフトの

OSとインテルのCPU関係に見られる、先進国

のリーダーシップ企業間の補間関係に注目す

る。もう一方は、リーダーシップ企業を旗艦企

業と定義し、旗艦企業との関係から途上国企業

の発展の可能性を示す。そのため、前者はアメ

リカ企業やアメリカ経済の復権を、後者は途上

国企業の「底上げ」や途上国の発展を、オープ

ン化した生産システム構築の成果とする。

以上の分析は、企業内部の効率性、企業関係

の効率性・補完性など、経済合理性を考察して

いる。それに対して、企業関係が形成する階層

性に注目し、パワーバランスや「富の分配」の

不平等性を分析する視点がある。たとえば、

Bair（2005）は、グローバル商品連鎖における

不平等を指摘し、より社会的・制度的な広い視

野から、企業関係のグローバリゼーションを見

経 済 学 研 究 第76巻 第４号

３)投資の新形態は、企業内部組織と編成いうより、企業

間関係ということもできる。しかし、所有を伴い支配を

対象とした視点であり、企業間の補完関係を対象とした

視点ではない。
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る必要があることを強調する。さらに、Gibbon

（2002）は、先進国企業の株主の圧力から、生

産システムが変化しているという視点を提示す

る。ここでは、株主価値最大化がグローバル生

産システムに大きく影響することが示されてい

る。

最後に、グローバル生産システムが形成する

貿易構造を分析する視点を加えておきたい。貿

易構造には、バリューチェーンの国際的な分散

の側面に注目した視点として、バリューチェー

ンの薄切り（slicing of the value chain：Krug-

man1995）やフラグメンテーション（Deardorff

2001）がある。また、分散の結果成立した貿易

構造に注目する視点として、垂直的特化（Hum-

mels et al.1999）や貿易の垂直構造（石田 2004）

がある。

⑵ グローバル生産システムとは

生産システムのグローバリゼーションとは、

多国籍企業の国際化プロセスを経た上で、垂直

的に統合された企業組織が解体・再構築（脱構

築）され、多数の国に居住する複数の企業の関

係形成のプロセスである。さらに、結果として、

国際的に分散した生産工程が貿易により統合さ

れるプロセスである。そこには、多様なガバナ

ンスの形態や補完関係・階層的関係が形成され

る。このような論点を受けて、グローバル生産

システムの定義と分析視点を提示したい。

グローバル生産システムの最小単位が施設単

位であり、企業単位は１つないし２つ以上の施

設単位を所有する。そして、施設単位間の関係

をリンケージと定義する。また、複数のリンケー

ジの関係をリンケージ連鎖と呼ぶ。リンケージ

連鎖の第１のまとまりをバリューチェーン、第

２のまとまりをネットワーク、そして、第３の

まとまりを生産システムと定義する。

施設単位とは、生産施設、研究施設、物流施

設などである。リンケージは、所有関係の有無

により、企業組織内部の関係か企業組織間の関

係かのどちらかである。さらに、リンケージは

国境を超える場合もある。リンケージは、表１

のように、施設単位間の所有関係の有無、財・

サービスのフローと付加価値の流れ、情報のフ

ローと統合の程度など多様な特性を持つ。そし

て、この特性が組織内部の構造、組織の境界、

組織間の補完関係や階層関係を規定する。

グローバリゼーションの最も単純な形態は、

国境を超えたリンケージ形成である。そこには、

まず、所有関係を伴うリンケージとして直接投

資がある。直接投資にはグリーンフィールドと

Ｍ＆Ａの形態がある。もう１つは、所有関係を

伴わないリンケージがある。所有を伴わないリ

生産システムの変容と経済危機

表１ 施設単位間のリンケージの特性

リンケージ３つの側面 特性

財取引の側面
・付加価値の流れ

・離散的あるいは関係的取引

情報取引の側面
・情報・知識（形式知）の共有

・統合の程度

関係の側面

・所有関係の有無

・空間関係における越境の有無

・有形資産と無形資産の蓄積の相違
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ンケージでは、協調関係が強い関係的契約であ

る場合もあるし、単なる離散的契約関係（市場

取引）の場合もある。

生産システムのグローバリゼーションとは、

財と情報の取引による経済関係が拡大・深化す

る中で形成された多次元の関係連鎖とそれらの

相互作用である。そして、経済単位間の関係、

関係の連鎖、そして、多次元の関係連鎖とその

相互関係を明確にすることから、構造分析が進

められる。さらに、投入産出活動と物的資産の

蓄積・所有という物質的生産関係の側面と、情

報・知識の流れと非物的資産の蓄積・所有とい

う非物質的生産関係の側面から、グローバル生

産システムの変化が分析される。

図１は各経済単位の関係を示している。この

図では、リンケージ連鎖の最小単位が施設であ

る。そして、完成財に至る各工程段階を担う施

設単位のリンケージ連鎖がバリューチェーンで

ある。また、複数の企業がネットワークを構成

し、ネッワークは多数のバリューチェーンを包

摂する。さらに、複数のネットワークが、多数

の施設・企業を包摂し、また多数の国民経済を

介してグローバル生産システムを形成する。こ

こでは、バリューチェーンが多次元のリンケー

ジ連鎖の中核であり、リンケージ連鎖の「第１

の単位」と呼ぶ。続いて、ネットワークをリン

ケージ連鎖の「第２の単位」、グローバル生産シ

ステムを「第３の単位」と呼ぶことにする。

さらに、バリューチェーンと施設・企業との

関係を結びつける単位を加えておきたい。それ

は図１の中で表示しているように、企業が実際

に活動する際の事業単位（ビジネスユニット）

である。したがって、複数の事業単位を抱える

企業（施設）は複数のバリューチェーンと関係

する 。さらに、同じ事業単位のなかで複数の製

品を扱うならば、それぞれの製品のバリュー

チェーンを構成する施設単位が異なる可能性が

ある。そのため、１つの事業単位が複数のバ

リューチェーンの結節点となっていることもあ

る。くわえて、これまで関係がなかった同じ企

業内部の異なる事業単位が、同一商品の製造で

４)たとえば、EMS内部では、それぞれの独立の事業単位

があり、内部の情報を企業内部の他の事業に漏らさず、

それはあたかも一つの企業のように機能している。それ

ゆえに、競合する企業が、同一のEMSに生産委託するこ

とができ、さらに、それぞれの製品の差別化も可能と

なっている。

図１ 経済単位とリンケージ連鎖の階層構造
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バリューチェーンの関係を構築する場合もあ

る。ただし、本稿では、単純化して、施設単位

と事業単位の区別をせず、リンケージ連鎖の最

小単位が施設単位であると考えることにする。

ここで、バリューチェーンが第１の単位であ

るという含意を確認したい。それは、第１に、

競争の基本単位であるということである。世界

市場の競争は、内部に固有情報（例えば需要予

測）を共有することで、あたかも一つの企業の

ように統合されたバリューチェーン間で行われ

る。バリューチェーン間の競争が、内部のサプ

ライヤー間の、そしてバリューチェーンに参入

したい企業と既存の企業との間の競争を促す。

また、バリューチェーン内部では、情報取得の

格差や無形資産の所有の程度、有形資産の規模

の格差に従って階層化される。同時に、バリュー

チェーンの垂直的工程間では、ガバナンスの形

態により企業の補完性・柔軟性の特性を持た

せ、個々の企業のケイパビリティと効率的を高

める圧力が存在している。そのために、バリュー

チェーンは多様なガバナンスに類型化される。

第２に、バリューチェーンは、ガバナンスの

類型化という経営学的視点とともに、ネット

ワークや生産システムという広義のリンケージ

連鎖との相互関係を明確にする経済学的視点で

ある。つまり、ネットワークを調整基盤とした

バリューチェーンのライフサイクル、バリュー

チェーンやネットワークが形成する貿易構造を

対象とする。さらに、バリューチェーンやネッ

トワークに包摂された国民経済の成長可能性な

ど、グローバリゼーションの構造変化のプロセ

スを分析するための視点である。

構造変化のプロセスの分析には、次の点を留

意しておきたい。グローバリゼーションのなか

で、国民経済の産業構成が類似してきている。

たとえば、中国では自動車産業も、電機産業も

存在する。しかし、同じ産業が複数の国民経済

に存在するとしても、その内部の構造は異なる。

つまり、生産システムのグローバリゼーション

は、産業構成を同質化しても、産業内部の工程

レベルは異質化している。したがって、分析視

点は、産業単位から工程単位へと移す必要があ

る。経済学的視点としてのバリューチェーン分

析の意味はそこにある 。

図１では、横軸がリンケージ連鎖の広がりを

示し、縦軸は経済単位の規模を示している。リ

ンケージ連鎖の第１の単位から第３の単位に行

くに従って連鎖の広がりを示す。さらに、単位

内部の色の濃淡が統合度の程度を示している。

とりわけ、多国籍企業内部は所有により統合さ

れ、相互依存関係が非常に強い。また、取引か

らみると、バリューチェーンは投入産出の流れ

に関わる方向性をもった取引である。それに対

して、ネットワークはバリューチェーンの組成

を支える基盤として、部品情報、生産技術情報、

ロジスティクスなどの情報取引がある。そして、

生産システムでは突然の変動に対処する派遣労

働者や部品などの離散的市場取引を含む。その

ため、バリューチェーン・ネットワークは長期

的取引で価格もどちらかといえば固定的であ

り、生産システムでは短期的取引で伸縮的価格

５)企業連関としてのバリューチェーンは、Hirschman

（1958）のアイデアを喚起する。彼は、輸入が発展途上

国の新たな産業発展のシグナルであること、そして、中

間財や資本財は海外から輸入され、次第に国内に定着す

る可能性を説いている。産業単位の連鎖という視点から

見たフルセット型国民経済形成は、現代の構造とは異な

るが、しかし、バリューチェーンの一部の生産工程への

特化、中間財・資本財の輸入を通じた加工貿易による発

展、垂直的プロセスである「前方連関効果」・「後方連関

効果」、中間財輸入による「飛び地的輸入産業」、「不均整

成長」という彼のアイデアは、バリューチェーン分析に

活かすことができる。本稿のリンケージという概念は、

ハーシュマンに由来すると言える。

― ―87

生産システムの変容と経済危機



の調整様式も含む。したがって、グローバル生

産システムの調整様式は、企業組織・企業関係

（関係的交換）・市場（離散的交換）の３つであ

る。整理すると表２になる。

２.生産システムの履歴と構造

⑴ バリューチェーンのグローバリゼーショ

ン

バリューチェーンのグローバリゼーションと

は、２国間完結型工程間分業を超えて、多数の

企業と多数の国民経済間で多段階の工程が構成

されるプロセスである。図２は、企業活動の国

際化をベースにした、生産システムのグローバ

リゼーションの形態変化に示している。以下で

は、この図の示す空間的編成を歴史的時間のな

かで確認したい。

1960年代には、政策に誘導された２国間工程

間分業が形成される。たとえば、Watanabe

（1972）は、「国際下請生産」という概念を提起

している。また、Helleiner（1973）は、企業の

生産工程の国際的垂直的統合に焦点を当て、企

業内貿易に注目する。彼は、途上国の成長分野

として、労働集約部門である加工組立工程を指

摘していた。さらに、関下（1979、1983）やMoxon

（1975）では、関税条項806.30と807.00を利用

したアメリカの貿易構造が分析されている。

1970年代になると、Oman（1984）が指摘した

「国際投資の新形態」が現れる。新形態の出現

の背景には、次のような状況があった。1973年

以降、「資本主義の黄金時代」が終わり、低成長

の時代となった。石油価格などの一次産品の輸

出価格の高騰は、資源国である途上国の貿易収

支を好転させた。さらに、シンジケートローン

によるオイルダラーの環流が、海外からの銀行

貸し付けを容易に受けられる金融環境を形成し

た。そのために、途上国は輸入代替工業化政策

を取ることになる。その中で、途上国政府は、

多国籍企業の支配を排除し自国の産業育成政策

として投資の新形態を採用した。また、先進国

の多国籍企業は、投資の新形態を利用し開発需

要に目も向けるようになる。ここには、途上国

の市場アクセスをめぐって、先進国の多国籍企
６)このセクション全体は 石田（2008）の一部を再考して

いる。

表２ リンケージ連鎖の特徴

リンケージ連

鎖のまとまり
定義 主要単位 調整 関係 知識・情報 価格

企業組織 ヒエラルキー 施設 組織内交換 所有
暗黙知の蓄積と

移転
振替価格

第１の単位 バリューチェーン 施設（事業) 関係的交換
協力・協

調・連携

情報の共有と形

式知の移転
固定価格

第２の単位 ネットワーク 企業 関係的交換 信頼 同上 固定価格

第３の単位 生産システム
企業・

ネットワーク

離散的交換

を含む
契約

情報の非対称性

と不確実性
伸縮価格

注）リンケージ連鎖の広義の概念は、狭義の概念を包摂している。したがって、生産システムには、関係的交換（固定価格）

も含み、さらに、離散的交換（伸縮価格）を含む。また、調整と価格の定義については、 Goldberg（1976,1977）やMacneil

（1978）、協力・協調・連携はSpaeckman et al.（1998）、知識・情報についてはNonaka（1994）、 Kogut& Zander（1992）、

暗黙知に関してはＭ・ポランニの概念を評価したNelson and Winter（1982）を参照のこと。
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業と途上国の政府との間にパワーバランスの変

化がある。

ただし、当時は、電機や自動車などではいま

だ直接投資が支配的であり、所有関係を伴わな

い施設単位間の国際的リンケージは衣類やス

ポーツ用品、玩具などでみられた。さらに、所

有関係を伴わないリンケージの形成は、リスク

を軽減し、かつ、途上国の外資政策にも対応し

た行動であり、多国籍企業が自ら積極的に垂直

的統合形態を解体する行動ではない。

80年代後半から、生産システムの外部環境と

内部構造が変化する。第１に、外的環境変化と

して、以下のようなものがある。レーガノミク

スによるドル高・高金利を契機に累積債務問題

が現れ、輸入代替政策をとる途上国の成長路線

が破綻する。さらに、プラザ合意による為替レー

トの急激な変化が、一方で、アジア先進国（日

本、続いて韓国・台湾）企業のアジア途上国へ

の直接投資を拡大させ、他方で、途上国は直接

投資を積極的に受け入れ輸出指向の成長戦略を

とるようになる。市場メカニズムに依拠する新

自由主義の中で、しだいに、「生産者主導」の生

産システムがアジア域内に編成される。

くわえて、販売競争による生産コストの追求

のなかで、生産施設を持たない大規模小売業（た

とえばWal-Mart）やブランド企業（たとえば

Nike）が、アジア地域などの製造業に生産を委

託する傾向が促進される。これは、ブランド企

業とOEMによる消費財（衣類、玩具、家電など）

の受託生産者とによる生産システムの形成であ

図２ 生産システムのグローバリゼーション
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り、「購買者主導」の生産システムの組成といわ

れる 。

第１の生産システムでは、システム形成にお

いて生産技術や生産規模というサプライサイド

の要因が重要であるが、第２の生産システムで

は、先進国市場のマーケティングノウハウとい

うデマンドサイドの要因が重要である。この第

２の購買者主導の生産システムの形成は、70年

代から観察されるが、第１の生産者主導による

アジアでの生産システムの形成と大きく関連し

ている。つまり、80年代後半のグローバリゼー

ションの特徴は、購買者主導の生産システムが

生産者主導の生産システムを部分的に包摂する

なかで、重層的バリューチェーンや生産ネット

ワークが形成されることにある。換言すれば、

日本、韓国、台湾の企業によるアジア内部での

生産者主導の生産システムの形成とアメリカの

ブランド企業によるアジアの生産システム形成

という二重の生産システム形成である。以下で

確認するように、これは、世界経済におけるア

ジアの部品貿易の拡大の契機になる。

第２に、生産システムの内部には、情報通信

技術革新とモジュール化により製品アーキテク

チャの変化が現れた。エレクトロニクス産業で

は、共通のインターフェースを持つ経済活動の

最適戦略が生産システムの形成を促した。この

ような生産システム内部の変化は、多国籍企業

の典型行動であった「内部化」とは異なる動き

を促す。つまり、これまでの海外事業から撤退

し、その部門を外注化する動きである。

バリューチェーンのグローバリゼーションと

は、単に国境を越えたリンケージ数が量的に変

化するばかりではなく、企業の組織変革である

オープン化・脱垂直化・外注化などのリンケー

ジの特性変化の過程がある。また、バリュー

チェーンの集合体である生産システムのグロー

バリゼーションとは、一方で、先進国企業のバ

リューチェーン内部の部門の選択・集中（バ

リューチェーン全体最適化）による脱垂直化を

受けて、部分的に相互補完関係にある生産プロ

セスに特化（バリューチェーン部分最適化）し

た企業の統合であり、他方で、企業が居住する

国民経済（の生産要素）の統合プロセスである。

さらに、グローバリゼーションとは、各レベル

の経済単位間の階層化でもある。階層化の過程

とは、施設単位や企業単位の知識の蓄積や情報

の取得能力の相違を反映したパワーバランスの

変化であり、企業が立地する国民経済の有形・

無形の生産要素の蓄積の違いに規定された分業

形成である。

さらに、90年代の中期から、フラッグシップ

企業により構築された生産システムそのものが

変貌していく。たとえば、Mathews（2002）が

定義したように、「ドラゴン多国籍企業」が出現

し、それとともにアジアの国の成長がみられる。

アジアの新興多国籍企業は、組織内部で製品を

完成させる能力を当初から持っていないが、そ

れぞれの企業の資源を持ち合い、契約や下請関

係でバリューチェーンを瞬時に形成し、また、

解消するという行動を取っている。このような

企業関係による生産システムの出現は、アメリ

カのフラッグシップ企業の脱垂直化の動きが契

機になっているが、それが形成の原因ではない。

むしろ、生産システムのグローバリゼーション

の過程におけるバリューチェーン間の競争が、

バリューチェーンのそれぞれの部分の最適化を

もたらしたからである。同時に、デジタル化、
７)生産者主導と購買者主導という形態分類は、すでに確

認したように、Gereffi（1994）で行われている。
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モジュール化、オープン化、知的所有権の確立

など技術的・制度的基盤が整う中で、アジアの

企業との補完関係・階層関係が促進されたので

ある。

⑵ グローバリゼーションの契機

グローバリゼーションの契機として、２つの

経済構造の変革に注目したい。１つは、金融化

（financialztion）であり、もう１つは有形資産

と無形資産の所有の分離である。

ⅰ.金融化

バリューチェーンの変化を促したアメリカの

ビジネスモデルについて考えたい。1980年代に

始まった株主価値最大化の行動は、稲垣（2001）

が指摘するように、固定資産・流動資産の削減、

生産のアウトソーシングを促進し、これに呼応

してEMS（Electronics Manufacturing Ser-

vice）ビジネスが拡大する。そして、このことが

企業のマークアップを引き上げることに貢献す

る。また、ダウンサイジングによって得られた

資金は中核業務に投資され、コア・ケイパビリ

ティを強化した。さらに、ダウンサイジングに

よる資本効率の高さは資本調達コストを安く

し、それがさらに中核業務への投資を容易にし

た。

ただし、中核業務の投資とは、生産プロセス

の生産性上昇に結びつくものばかりではい。む

しろ、企業はより短期的利益を追求する傾向を

強める。その結果、製造業であった企業が、研

究開発やマーケティング事業へと中核業務を転

換させるばかりか、証券化やデリバティブを駆

使した金融事業へと資源をシフトさせることに

なる。この典型的な事例が、アメリカの自動車

産業である（Froud et al.2002）。このような、

非金融業が資源を金融部門へとシフトさせる傾

向を金融化という（Williams2000）。そして、

これがバリューチェーンにおける補完関係と階

層構造の形成を促す大きな契機になった 。

次のような因果関係を考えることが出来る。

すなわち、非金融業の金融化は、バリューチェー

ンにおける利益の上がる部門とそうでない部門

を選別させる。この中で、マークアップを引き

上げるために、利益の低い部門を海外へ外注化

させる傾向を強める。言い換えれば、アメリカ

本国では無形資産への投資を推進し、製造工程

を担うアジア諸国では有形資産への投資を拡大

させる。後者を示す具体的形態がOEM生産であ

り、EMS企業の出現である。

また、このようなビジネスモデルは、アメリ

カ企業が直面する問題を解決のための構造改革

のなかで現れた。この問題とは、これまで築き

上げてきたチャンドラー型企業組織の硬直性で

あり、日本企業やドイツ企業との国際競争力向

上による収益率の低下（Wolff2003）である 。

これを打破する試みがコア・ケイパビリティへ

の特化と外部ケイパビリティの利用というビジ

ネスモデルの変革である。そして、それを促進

する１つの要因が経済の金融化の動きであっ

た 。経済の金融化とは、アメリカ経済における

金融部門の肥大化という現象である。Marglin

（2006）によれば、1970～80年代では金融会社

８)金融業においても脱垂直化というプロセスが進行し

た。Jacobides（2005）では、金融業の脱垂直化を３つの

段階に分けて考察している。

９)1970年代の石油危機に直面し、先進国経済の生産シス

テムは、石油価格の上昇に伴う投入コストの上昇と生産

性の低下がみられる。石油危機後には、日本とドイツの

企業はいち早く生産システムを再構築し、自動車を典型

にみられるように、競争力を向上させ、アメリカ市場に

輸出ドライブをかけた。他方で、アメリカの企業は、生

産システムの再編に遅れをとり、国際競争力の低下が問

題となる。このような状況下で、1985年に、大統領産業

競争力協議会が、アメリカの国際競争力に関する「ヤン

グレポート」を発表している。
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の利潤総額は非金融会社の５分の１であった

が、2000年には２分の１となっており、金融部

門が肥大化していった。これは、多重の証券化

やデリバティブ取引の拡大と呼応している。ア

メリカの経済活動の比重が金融ビジネスに傾斜

していることが端的に分かる。

もちろん、バリューチェーンの変革を導いた

ものとして、モジュール化、オープンイノベー

ションシステムへと生産システムの構造改革を

促す法整備など、様々な要因がある。しかし、

本稿では、アメリカ経済全体の金融化をより重

要な要因と位置づける 。つまり、経済の金融化

は、経常収支の赤字をファイナンスするアメリ

カへの資本流入を促し、さらに、世界へリスク

マネーを供給する原動力となった。この構造が

生産システムのグローバリゼーションを支え、

また、金融化の破綻が、グローバル生産システ

ムの変容をもたらす要因となっている。

ⅱ.有形資産と無形資産

生産システムのグローバリゼーションとは、

財や情報のフローばかりではなく、ストックの

側面からも大きな変化をもたらしている。ス

トックに関して考察する場合、Veblen（1908）

の指摘から大きな示唆を受ける。彼は、無形設

備（immaterial equipment）・無形資産（intan-

gible assets）と有形設備・有形資産とを区別し、

資本の中核をなすのが前者だと主張する。さら

に、無形資産を支配（所有）することが「資本

の蓄積」であると述べている。現代の生産シス

テムの変化は、このヴェブレンのアイデアを生

かすことができる 。グローバル生産システム

の企業組織間関係を、有形資産の所有と無形資

産の所有の相対的関係から考察したい 。

企業組織単位には設備投資ストックと知識ス

トックがある。また、企業が居住する国民経済

においても、多国籍企業や現地企業における設

備や知識のストックの集合体を形成する。多国

籍企業の本社、あるいは子会社や現地企業が居

住している国民経済において集計されたストッ

クは、企業組織関係に規定される。例えば、多

国籍企業は組織内部でストック編成をする。

Dunning（1992）のOLIアプローチに依拠すれ

ば、「無形資産の保有」や「地理的に分散した資

産」の保有という所有特殊優位性による多国籍

企業の国際生産の編成と、同時に、自社の優位

性ではなく、特定の国民経済に立地することか

ら得られる立地特殊能力を求める国際生産の編

成は、国民経済間の有形資産と無形資産のス

トックに影響する。

しかし、組織内部の編成ばかりでなく、組織

間の関係がストック編成に影響する。1980年代

前半までは、有形資産と無形資産は同一の企業

組織に併存して蓄積されていた。当時のIBMは

垂直的に統合された企業の典型である。しかし、

生産システムのグローバリゼーションのなか

で、アメリカの企業は物理的生産手段の所有を
10)経済の金融化については、①FordismからFlexible

 
Accumulation（Harvey1989）へ、②Phase of material

 
expansionからPhase of financial expansion（Arrighi

1994）へ、③Fordist  regimeからFinancial  regime

（Boyer2000）へというように、世界システムや国民経

済・産業の変容という視点から展開されている。本稿で

は、国際経済における企業活動の変容という視点から分

析する。

11)Krippner（2005）では、金融化についてより多面的に

データを分析している。

12)ヴェブレンの無形資産に関する現代的意義を提起し

た論文としてFoss（1988）、Gagnon（2007）がある。

13)Dunning（1979）では、無形資産が指摘され、それが

折衷理論の所有特殊優位性の要素であると主張されて

いる。これは、企業組織が多国籍化する１つの要因であ

る。本稿では、ヴェブレンの発想にヒントを得て、組織

間の有形資産と無形資産の相対的役割の違いから企業

組織間の階層性を規定している。
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放棄し、企業のコア・ケイパビリティとして知

識生産やビジネスモデルの構築に特化する傾向

にある。それに対応して、アジア諸国の企業が

設備投資を拡大し、物理的生産手段の蓄積を進

めている。このプロセスを、アメリカの企業行

動に則して捉えると、対外直接投資による有形

資産（生産設備）の海外移転から、海外に保有

している有形資産を売却し、より無形資産の形

成に投資を集中するプロセスである。

グローバル生産システムでは、ガバナンスを

担う中核企業とそれをサポートする企業という

階層性が明確になり、買い手寡占化を進めてい

くことになるが、この階層性を規定する要因が、

まず、「ビジネスモデル」などの無形資産の保有

であり、次に、生産規模を規定する有形資産の

保有である 。実際、プロダクト・ライフサイク

ルの成熟（市場飽和）期へ移行段階にある財の

生産システムでは、ターンキー契約により製造

技術やそれを体化した資本財を安価に導入する

ことが可能となり、有形資産の規模を背景にし

た価格競争力が影響力をもつ部分と、無形資産

によるバリューチェーンやネットワーク全体へ

の支配力とが明確になる。

さらに、有形資産と無形資産の分離は、価値

創造活動と価値獲得活動の乖離を反映する 。

ここでいう価値創造活動とは、プロダクト・イ

ノベーションとプロセス・イノベーションのよ

うな直接的生産活動であり、価値獲得活動とは

ブランドやプラットフォーム・リーダーシップ

（あるいはデファクトスタンダード化）を持つ

というような経済関係の中での統治力を行使す

る活動である。換言すれば、生産活動から生じ

るのが価値創造であり、市場での販売の結果と

して生ずるのが価値獲得である。垂直的統合型

組織では価値創造活動と価値獲得活動には乖離

を意識する必要はない。あるいは、技術をブラッ

クボックス化する価値創造活動が価値獲得活動

の源泉と考えられる場合もある。しかし、知識

の形式知化と情報の共有が進む分野では、バ

リューチェーンの各段階を比較すると、価値創

造活動と価値獲得活動に違いが見られる。オー

プン型バリューチェーンでは、付加価値獲得の

手段は、物的資産の所有よりも無形資産の所有

であり、企業組織関係におけるリーダーシップ

が価値獲得能力を規定する。

⑶ 生産システムを支えた要因

グローバル生産システムを支える要因とし

て、最終需要を維持・拡大させた生産システム

の外的要因と生産システムの機能という内部要

因という２つの側面を検討したい。

ⅰ.国際不均衡

マクロ経済構造変化が1980年代後半から見ら

れる。国際不均衡を見ると、アメリカの経常収

支赤字は一時的（1999年）に是正されたものの、

1983年から一貫して世界的不均衡は拡大してい

る。図３は経常収支不均衡を80年代初期と2000

年中期を比較している。ここから、アメリカが

世界の需要を牽引する「機関車」の役割を担っ

ていたことが分かる。そして、この構造を支え

ているのが、アメリカへの資本流入である。な

かでも、アジア諸国の短・長期国債の形での外

14)アメリカ企業の無形資産の構築によるビジネスモデ

ルは、アップルと鴻海のように、アジアの企業を巻き込

んで形成された。そして、ノキアとエルコテック（El-

coteq）のようにヨーロッパ企業でも見られる。他方で、

日本の企業は、垂直的統合が支配的なモデルであり、80

年代に競争力をもったシステムをこれまで維持してき

た。

15)価値創造と価値獲得に関しては、Bowman & Am-

brosini（2000）を参照のこと。また、価値獲得に関する

１つのケース・スタディーとして、Linden et al.（2007）

やDedrick et al.（2007）がある。
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貨準備の積み上げが注目される 。この経常収

支赤字のファイナンスが、アジア地域における

工程間国際分業から供給された最終財を、消費

市場としてのアメリカへ輸出することを可能と

していた。したがって、1980年代後半からの工

程間分業の拡大・深化により産出されたアジア

の最終財の輸出拡大は、世界的な経常収支不均

衡のファイナンス構造と表裏一体である。この

構造を、Dooley et.al（2003,2005）は「ブレト

ンウッズ体制の復活」と称していた。

さらに留意すべきは、アメリカは、海外から

借り入れるとともに、海外へ投資していること

である。海外（特にアジア諸国）からアメリカ

へ流動性が高く、リスクの少ない資産へ投資さ

れ、アメリカは海外の流動性が低くリスクの伴

う資産投資を行った。たとえば、経常収支の不

均衡のファイナンスとして、2004年～2007年平

均で1.7兆ドルの資本が流入している。そして、

同平均１兆ドルの民間資本が流出し、そのうち

約６割が長期資本投資であった。ここから、グ

ローバル生産システムは、アメリカへの需要依

存とともに、アメリカからの資金に支えられた

システムともいえる 。

ⅱ.補完性・柔軟性・階層性

グローバル生産システムにはリンケージ連鎖

の補完関係という特徴がある。また、補完関係

の構築は、企業に不確実性に対応するために柔

軟性を求める。さらに、補完関係は決して対等

な関係ではない。それは、階層関係を形成して

いる。以下では、最終需要が安定しているとい

う状況下で、物的生産関係と非物質的生産関係

という２つの側面に留意しながら、リンケージ

連鎖の特性を確認したい。

① 補完関係

補完関係とは、国際的に分散した他の経済単

位が保有している資源を、個々の経済単位の

ルーティーンを維持するために相互利用するこ

とである。補間関係は、旗艦企業が脱垂直化し、

その結果、それを補完するために、バリュー

チェーンの特定部門を請け負う企業が成長する

中で、形成される。その行動は、前者がバリュー

図３ ２つの時期の経常収支の不均衡

出所）IMF World Economic Outlookデータベースより作成。

16)さらに、原油高のなかの中東などの産油国の外貨準備

も近年注目される。

17)中・東欧諸国には、EU主要国、オーストリアやスウ

エーデンなどの金融機関が資金を供給していた。つま

り、EU全域での生産システムがアメリカ市場指向であ

り、その部分である中・東欧はEU域内市場指向的生産シ

ステムを形成し、EU域内の資金に支えられている。
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チェーン全体のなかで最適な部門に特化（バ

リューチェーン全体最適化）するなかで、それ

を受けて、後者が脱垂直化されたバリュー

チェーンの部分に特化（バリューチェーン部分

最適化）することである。それゆえ、補完関係

は、旗艦企業の全体最適化行動と、それを補完

する企業の部分最適化の相互関係と規定でき

る。さらに、バリューチェーンだけではなく、

バリューチェーンの調整基盤であるネットワー

クでも、多数のネットワークを包摂するグロー

バル生産システムにおいても、全体最適化と部

分最適化の企業行動が散見できる。グローバル

生産システムにおける補完関係には次のような

特徴がある。

第１に、補完関係の形成は、企業内の垂直的

な統合で利用できる資源よりも多くの資源を活

用できる。同時に、外部の企業の資源を利用す

ることで効率性と品質を向上できる可能性があ

る。まず、同じ使用目的の最終財を生産してい

るバリューチェーン間の競争を考えてみよう。

企業の補完関係による協調優位性が存在すれ

ば、そのバリューチェーンは製品の競争優位性

を獲得することができる。さらに、多数のバ

リューチェーンを包摂するネットワークレベル

の補完関係は別の特性をもつ。プロジェクトや

プロセスの目的別ネットワークでは、多数のバ

リューチェーンを支える部品・資本財・ソフト

ウェア・サービスを提供する補完関係がある。

それは、多数のバリューチェーンに対して横断

的に関係する。具体的には、研究開発機関、大

機規模なEMS・ODM企業、ロジスティクス企業

が、多数のバリューチェーンと関わっている。

さらに、グローバル生産システムでは、Ｅコ

マースなどを通じてバリューチェーンやネット

ワークを離散的に補完する。つまり、これまで

金融市場や農業、鉱業、林業など１次産品市場

に限られていた伸縮的価格取引が製造業部門の

企業間取引に取り入れられることを意味する。

そのため、調達側、供給側に多様な価格設定オ

プションが可能となる。グローバル生産システ

ムの調整機能に固定価格市場とともに伸縮価格

市場メカニズムが積極的に導入されている。

第２に、規模の経済を求めた多種多様なバ

リューチェーンとの横断的補完関係がある。た

とえば、製造工程に関わるEMSは、施設単位レ

ベルで、多数の契約企業のために生産を同時に

おこなうことができるほどの設備投資を行い、

規模の経済性を向上させている。これは、これ

まで１つの企業内部で生産工程が垂直的に統合

されていた状況での規模の経済性をはるかに凌

駕する。したがって、製造を委託するブランド

企業は、自ら設備投資する場合よりも大きな規

模の経済性を享受できる。さらに、物理的資産

の所有による負担やリスクから開放される。

第３に、国境を越えた施設単位間の情報共有

が、生産の補完関係に対応して、拡大している。

とりわけ、モジュール化という製品アーキテク

チャの変化やSCM（supply chain manage-

ment）の進展により、グローバル・バリュー

チェーン内部での情報の流れが拡大する。さら

に、財のライフサイクルに対応したバリュー

チェーンの形成のなかで共有される情報とは別

の階層の情報が存在する。つまり、ネットワー

クは、特定の財の生産に関係した情報ばかりで

はなく、将来のアーキテクチャの設計やデファ

クトスタンダードを目指した情報の開示、ロジ

スティクスの最適化に関する情報など多方面の

情報の補完関係を形成する。

第４に、バリューチェーンとネットワークの

相互関係がある。それぞれのバリューチェーン
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の補完関係は、川上から川下というように方向

性を持った「線形的補完関係」である。同時に、

財のライフサイクルに対応して、バリュー

チェーンは消滅する。それに対して、ネットワー

クは「多面的補完関係」であり、持続する情報

の共有関係である。そして、ネットワークとい

う持続する知識・情報の共有関係の上で、新た

なバリューチェーンの組成が行われる。した

がって、バリューチェーン形成の調整基盤とし

てネットワークが必要である。また、逆に、バ

リューチェーンを通じた協力・協調関係の構築

はネットワークにおけるオープン化を促進し、

そのことが、ネットワーク内部の情報共有を高

め、信頼の埋め込みを深める。したがって、各

施設単位・企業単位では、バリューチェーンや

ネットワークのなかで学習や知識の蓄積を進め

る。情報の受け渡しから学習し、また、各組織

のコア・ルーティーンの維持とコア・コンピタ

ンスの向上のなかで組織内の知識ストックを蓄

積し、ネットワーク全体の知識集積と知識の補

完性を高めていく。

② 柔軟性

最初に、バリューチェーンにおける補完関係

形成からみた柔軟性を取り上げよう。第１に、

数量的柔軟性がみられる。例えば、ブランド企

業にとって製造過程を外注化することは、垂直

的統合に比べて、投資や生産の数量調整に柔軟

性を与える。とりわけ、製品コストの低下、市

場規模の変化に応じた商品供給量の調整、また、

市場が成熟・衰退する局面での退出が容易であ

る、という柔軟性は大きい。第２に、コア以外

の業務を外部から調達する行動から、機能の柔

軟性を見よう。例えば、バリューチェーンの再

編のたびに、その時点で最適な企業の資源・技

術の組み合わせが出来るような柔軟性が強く求

められる。Mathews（2002）が指摘するように、

特定商品をカスタマイズし、短期間で生産を完

了するバリューチェーンの組成がある。これは

アジアの新興多国籍企業が行っている。アジア

の企業は、それぞれの企業がケイパビリティを

持ち合い、相互に補完してバリューチェーンを

形成し、また、解消するという柔軟な形態を競

争力の源泉としている。このような企業関係を、

セルラー形態と呼ぶ 。

続いて、ネットワーク・生産システムという

広義のリンケージを介した柔軟性がある。第１

に、企業の柔軟性は派遣労働者の雇用が支えて

いる側面がある。派遣労働者に関しては、一般

的に、熟練形成が必要な恒常的なコア業務では

なく、清掃やメンテナンスなど一時的に必要な

周辺業務に関わるもので行われている。このよ

うな柔軟性は、労働市場の二極化構造と所得格

差をもたらす傾向を促すと言われている 。第

２に、コア業務に関わる部分でも、ネットワー

クを介した外注化が機能的柔軟性を与える。研

究開発の側面を見ると、ますます開発費用が巨

額となり、投資を回収できるかどうかという不

確実性も高くなっている。そのため、市場の変

化に柔軟に対応できる技術を、ベンチャー企業

などの外部組織に機能を求める動向がある。第

３に、Ｅコマースの利用がグローバル生産シス

テムにおける柔軟性を与えている。Beall et al.

（2003）の調査によれば、米国企業の約50％強

の大企業がリバース・オークションを行ってい

るが、金額ベースでは全支出額の５％弱とまだ

18)Miles et al（1997）で、セルラー形態（cellular form）

の特徴が述べられている。

19)さらに、企業の社会的責任が問われる中で、ブランド

企業が意図していないにもかかわらず、生産システムの

末端で、雇用の柔軟性の調整弁として安全性も確保され

ていない作業現場で児童労働までもが用いられている。
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まだ低い。このようななかで、自動車会社のフォ

ルックスワーゲンは、2002年に調達額の20％を

オンライン上で行っている。オンライン調達を

利用することで、リードタイムが削減、調達の

複雑性を緩和、調達の透明性を確保、世界規模

の活動を可能とするという効果を得ているとい

う。

最後に、組織内部の柔軟性を考察したい。こ

れは、企業がそれぞれのコア業務に特化するこ

とによる柔軟性と言える。例えば、製造受託し

ているEMSは、世界の至る所に 標準化した生

産ラインを保有し、グローバルレベルで生産能

力の調整をすることができる 。また、EMS企

業のなかには多数の製品や業界の顧客を抱える

ことで、特定の製品市場や特定の企業の需要の

変動によるリスクを分散させている。さらには、

特定の製造過程に特化したEMSは、外部の資源

に頼ることなく、あらゆる要求に柔軟に対応で

きノウハウを蓄積しているものもある。

③ 階層性

まず、バリューチェーンの縦断的関係におけ

る階層性がある。つまり、バリューチェーン全

体に主導的地位にある部門（あるいは企業）と

バリューチェーンを形成するのに不可欠な補完

的部門（企業）である。特に、ネットワークで

は、複数のバリューチェーンに横断的に影響力

を持つことをプラットフォーム化といい、複数

の製品のバリューチェーンに縦断的に影響力を

持つ企業をプラットフォーム・リーダーとい

う 。このプラットフォーム・リーダーがバ

リューチェーンを主導的に統合する。

次に、それぞれのバリューチェーンにある副

次的階層性である。つまり、部品製造やソフト

ウェア生産における、メーカーとサプライヤー

の関係である。例えば、１つのパソコンの部品

であるハードディスクの要素技術プラット

フォームに応じて部品を供給する、サプライ

ヤーを考えてみよう。サプライヤーには価格競

争の激しい単部品を生産する企業や高付加価値

の単部品を製造する企業があり、それらが、さ

まざまな国民経済に居住している。また、製品

に組み込まれる制御のためのソフトソフトウェ

アの開発やコンピュータのアプリケーションソ

フトの開発は、中国やインドでのオフショアリ

ングが注目されているように、海外での下請で

行われている。

さらに、メーカーとサプライヤーのリンケー

ジの変化が見られる。製造業に対して大規模小

売業が発言力を増しているといわれているが、

調達物流においても部品納入業者と製造業の関

係が変化している。従来型の部品調達は、購入

者が発注し、それに応じてJITを行い自社在庫

の抑制をおこなうものであった。それに対して、

VMI（Vendor Managed Inventory）では製造

業者内の指定倉庫にサプライヤーの管理により

一定の部品在庫を確保し、部品の安定供給をお

こなうものである 。製造業者の立場からすれ

ば、VMIには利点がある。まず、自社在庫を持

つ必要がないことから在庫コストやリスクをサ

プライヤーに転化できる。さらに、製造業者は

20)具体例として、アジア地域の顧客の急激な需要拡大に

対応するために、アメリカの生産ラインを利用して生産

の弾力性をもつということが示される。

21)プラットフォームリーダーシップ・モデルに関して

は、Gawer& Cusumano（2002）を参照のこと。

22)貿易条件を積荷の到着まで売り主の責任となる貿易

条件であるDDU・DDPでは、保税倉庫をVMI倉庫とし

て製造業者側の国に設けることになる。この場合、必要

な部品にだけ課税され、不要になった部品は非課税のま

ま輸出国へ返送することができる。とりわけDDPは、工

場へ部品納品する直前まで部品業者が在庫の所有権と

保有リスクを持つ。

― ―97

生産システムの変容と経済危機



指定の倉庫からの調達であるためリードタイム

が短縮できる。また、サプライヤーにとっては、

メーカーとの情報の共有による信頼関係の形成

が進むが、他方で、自社在庫になるという負担

増加がみられる。

以上のように、バリューチェーンがオープン

だとしても、決してフラットな構造ではない。

ブランドの構築力、国際標準化の推進力、さら

に、生産システムを統合するプラットフォーム

のアーキテクチャの設計能力など、プラット

フォーム・リーダーとそれを補完する企業との

間にはガバナンスの主導件の違いが現れる。ま

た、バリューチェーン全体を俯瞰してみると、

一面では、調達物流と販売物流の双方で情報の

共有による信頼関係の形成があるが、それは、

買い手寡占化の傾向の中で進められており、在

庫コストの負担の転嫁というもう一つの側面が

ある 。したがって、階層構造を基盤として補完

性や柔軟性が形成されているといえる 。そし

て、競争のなかで多様な階層構造を模索するこ

とから、それぞれのバリューチェーンは補完性

や柔軟性の異なった形態をとる 。

３.グローバル生産システムの変貌と金融・経

済危機

⑴ 視点の整理

グローバル生産システムに関わる基本構造を

整理してきた。これを受けて、以下では、２つ

の側面を検討する。まず、グローバル生産シス

テムの内部構造が、金融・経済危機の直前まで、

どのように「変化」したかを明らかにする。さ

らに、金融・経済危機が、生産システムの外的

条件と内部構造に影響し、いかに生産システム

を「変容」させているかを考察する。ここでい

う「変化」とは、外的条件は変わらずに内部の

階層構造が複雑化・重層化することであり、「変

容」とは、生産システムの外的条件の転換に対

応して階層構造の秩序が変貌することである。

外的条件とは需要構造のことで、階層構造の秩

序とはパワーバランスのことである。そこで、

議論を進めるにあたって、外的条件とパワーバ

ランスについて事前に定義をしておきたい。

まず、金融・経済危機を境とした変容を示す

ために、生産システムが指向した市場を区別し

たい。危機前のシステムを、「アメリカ市場指向

生産システム」、危機後のシステムを「新興国指

向生産システム」と呼ぶ。前者は、高付加価値

商品を先進国市場に向けて販売することを目的

にした生産システムであり、後者は普及価格帯

商品（ボリュームゾーン）を新興国に向けて販

売することを目的にしたシステムである 。

次に、多国籍企業と受入国とのパワーバラン

スの変化に注目するために、70年代に見られた

市場アクセスに関する途上国と多国籍企業との

パワーバランスの変化と金融危機後のパワーバ

ランスの変化を対比したい。そのために、投資

の新形態が注目された70年代のパワーバランス

23)短期受注変動のラッシュオーダーの場合は、EMSの

発注を受ける部品業者の調整コストは非常に大きい。

24)Gereffi et al.（2005）では、取引の複雑性、取引のコー

ド化の度合い、サプライベース能力という基準からガバ

ナンスの形態分類を行っている。ここでは、階層構造に

規定された補完性と柔軟性ということでガバナンス形

態の多様性を指摘しており、形態分類そのものが目的で

はない。

5)Berger（2005）では、バリューチェーンの形態は、国

ごとに、産業ごとに、そして産業の内部でも多様である

ことを指摘している。
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の変化を「第１次パワーバランスの変化」と呼

び、危機後のパワーバランスの変化を「第２次

パワーバランスの変化」を呼ぶ。第１次パワー

バランスの変化では、途上国の輸入代替開発戦

略と多国籍業のリスク回避との妥協の上に成立

したもので、経済合理性が乏しい生産システム

が編成された。したがって、投資の新形態で設

立された企業は商品を海外でも販売するという

戦略やコスト効率を最適にするという行動に欠

けているきらいがあった。しかし、第２次パワー

バランスの変化では、市場規模、政策の独立性、

無形資産の移転という３つの点で、第１次と比

べて、大きく異なる。

⑵ アメリカ市場指向生産システムの変貌

90年代にアメリカ市場指向生産システムが確

立する。すでに確認した、セルラー型システム

がその象徴である。これは、繊維や玩具のよう

な軽工業とともに、より高度な産業として、韓

国の半導体や台湾のEMSの躍進を意味する。ア

ジアの企業の飛躍の理由には、すでに指摘した

生産システムのグローバリゼーションの契機の

他に、製品アーキテクチャがモジュラー型へ完

全に移行したこと 、技術的にはターンキー契

約による資本財の購入、企業戦略として大量生

産・市場シェア獲得、そして、新興国の政策と

して優遇税制 、がある。

アメリカ市場指向生産システムでは、生産現

場でのFMS（Flexible Manufacturing System）

やセル生産システム、そして、施設単位間・企

業単位間の関係連鎖においてはSCMによる在

庫管理の効率化が進展している。しかし、バ

リューチェーンは、より階層化し、より複雑な

関係連鎖となっている。グローバル生産システ

ムの内部では、可能な限り短期化した在庫調整

や生産調整がくり返し行われているが、調整ス

パンも、調整量も、ブルウィップ効果（bullwhip
 

effect）といわれるように、システム内部で階層

化し異なっていることに注意したい 。これは、

インバンドでもアウトバウンドでも、買い手寡

占化という傾向に対応している。

まず、バリューチェーンの複雑化という量的

側面を取り上げよう。一方では、ターンキー契

約やオープン化という変化が、参入障壁を低下

させ、サプライヤーの数やEMSの規模に変化を

もたらしている。また、他方では、需要の多様

化により階層化が促進している。例として、半

導体需要がある。当初はパソコン中心の需要で

あったが、「産業の米」といわれるように携帯電

話・自動車・家電といった多様な製品のバ

リューチェーンで需要される部品となってい

26)アメリカ市場指向というところを先進国市場指向と

言った方がより一般的で適切かもしれない。しかし、こ

こでは、国際不均衡構造に支えられたシステムという含

意を込めている。また、危機後のグローバル生産システ

ム再編に大きなインパクトを与えているという含意で

新興国指向生産システムと定義した。もちろん、経済危

機前にも、新興国市場は拡大していたが、それは、高付

加価値商品市場であった。新興国指向とは、新興国向け

の普及価格商品の販売を意味する。さらに、危機後の高

付加価値商品市場は、需要が落ち込んでおり、短期的に

は回復が困難である状況も加味している。

27)Bresnahan and Greenstein（1999）は、垂直的な組織

構造をもつ伝統的なプラットフォームと脱垂直構造を

もつ新プラットフォームとの競争の結果、後者が組織プ

ラットフォームを確立させたことを分析している。ま

た、立本（2007）の研究によれば、パソコンのモジュラー

化は1995年から1996年のインテルによるマザーボード

標準化、チップセットによるプラットフォーム提供、台

湾メーカーへのマザーボード委託が大きな転換点だと

言う。さらに、アップルも1996年ごろから、製造の外注

化を進めていることからも、90年代半ばからが生産シス

テムの転換点であることは妥当であろう。

28)当時の日本は半導体設備の償却は７年であるのに対

して、台湾は特別に１年で可能であった。

29)ブルウィップ効果とは、最終需要から遠い川下から川

上に行くにしたがって、需要の変動が牛の鞭のように増

幅されていくというものである。
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る。この状況下で、EMS企業は、特定の大手の

生産委託ばかりではなく、生産の変動を最小限

にするため、多様な取引相手と小口の生産を引

き受ける傾向を強めた。そのため、EMS企業が

関わる製品のバリューチェーンが、多様化・複

雑化するという現象もみられる。さらには、消

費者のニーズの多様化のなかで、製品差別化に

よる多品種化・少量化と、ライフサイクルの短

縮化に対応して、特定の製品のバリューチェー

ンも多様化していく。

次に、企業間のパワーバランスの側面からも

階層化を確認しよう。たとえば、サプライヤー

側での参入障壁の低下は、潜在的過剰設備圧力

を高めるとともに、組立メーカーは水平的・垂

直的統合で大規模化し、価格交渉力を高める。

同時に、在庫コスト・生産調整リスクはVMIと

いうシステムに見られるようにサプライヤーへ

と転化されていく。例として、台湾系のEMSは、

相次いでVMIを導入し、在庫のリスクやコスト

をサプライヤーに転化している。しかし、生産

計画などの情報の共有は非常に少なく 、情報

のオープン化よりも在庫コストの移転手段とい

う側面が強いという。さらに、技術的な側面に

なるが、生産リードタイムのギャップが在庫負

担の偏在を生む。つまり、EMSのような受託製

造業のリードタイムは、大幅に短縮されるなか

で仕掛品在庫を大幅に減らすことが出来る。し

かし、部品サプライヤーのリードタイムには変

化がなく、仕掛品在庫のコストは従来と変わら

ない。また、川上のサプライヤーは、小売りの

発注を受けたEMSの大量の部品需要を満たす

ことが不可能な場合もあるため、部品需要を推

測し、不確実性の中で生産を行わなければなら

ない状況にある。

くわえて、アメリカ市場指向生産システムは、

新興国の成長を引き出し、先進国市場と同様な

商品市場を開拓する。しかし、同じ商品を販売

するとしても、先進国市場と比べて、新興国市

場で需要予測が困難であるという。そのため、

新興国市場の拡大は、リードタイムの相違と市

場状況への過剰反応から、EMSなどの組立側よ

りも、部品のサプライヤー側の負担を高くする

状況をもたらしている。

⑶ 貿易構造から見たグローバル生産システ

ム

グローバル生産システムの変化を、貿易構造

を通じて、概観しよう。表３は、世界全体をア

ジアの11ヵ国、ヨーロッパの25ヵ国、アメリカ

の７ヵ国の計43ヵ国として、1996年と2005年の

世界貿易に占める財別・地域別貿易の割合を比

較し、その変化を示している。これをみると、

アジア地域の部品貿易の輸出入が増加し、他の

地域は減少していることから、世界の中でアジ

アの部品貿易の拡大が著しいこが分かる。ちな

みに、2005年のアジアの世界に占める部品貿易

の割合は、輸出が42.7％、輸入が39.8％である。

これは、総貿易の割合が輸出33.7％、輸入28.9％

であることと比較すれば部品貿易の規模が突出

していることが分かる 。また、アジアは、完成

財である資本財、乗用車、消費財の輸出を拡大

し、輸入を減らしていることから、グローバル

生産システムの地域構造の変化が類推できる。

30)『日経エレクトロニクス』（2006.7.31）p.108に事例が

ある。

31)アジア地域の生産システムは、アジア域内の生産者主

導の生産システムの編成と、アメリカのブランドメー

カーや大規模小売業による購買者主導の生産システム

編成という２重の生産システム組成プロセスが強く働

いていることはすでに確認した。
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また、表４は、アジア10カ国と中東欧10カ国

の財別の構成を示している。完成財としての消

費財の純輸出比率が高いことも、両地域が加

工・組立において競争力をもっていることがわ

かる。さらに、アジア10の資本財、部品の割合

は高く、これは、アジア地域の生産の国際的分

散が進んでいる証左とも言える 。

次に部品貿易の状況から、生産システムの地

域構造を概観してみたい。表５は、バラッサ指

標を応用した、輸出と輸入のそれぞれの財の顕

示比較優位である。この表から分かるように、

それぞれの地域において、部品貿易の特徴があ

る。アジアでは、一般部品の顕示比較優位が高

く、ヨーロッパでは輸送機部品の顕示比較優位

が高いことから、それぞれの生産システムの相

違が現れている。アジアでは、電機・電子関係

の生産システムが相対的に発達し、ヨーロッパ

では輸送機関係の生産システムが発展してい

る。

一般部品と自動車部品の貿易の違いに反映さ

れた地域差は、企業活動はリージョナル経済活

動でしかないと主張し、グローバリゼーション

の見方に警鐘を鳴らしているRugman（2005）の

見解に説得力をもたせる。ただし、地域ごとの

特性がみられることと、企業がグローバルに活

動していることを分けて考える必要もある。た

とえば、ヒューレット・パッカードは多くの中・

東欧拠点を抱え、韓国のサムソンはハンガリー

とスロバキアに生産拠点をおき、台湾のEMSの

鴻海はチェコとハンガリーなどに生産拠点があ

る。また、ヨーロッパのブランド企業やEMS企

業もアジアや南米に製造拠点をおいている 。

このような、グローバルに活動している企業が、

表３ 財別貿易額の変化と財別・地域別貿易の割合

輸出 輸入

変化 2005年の構成 変化 2005年の構成

アジア ヨーロッパ アメリカ アジア ヨーロッパ アメリカ アジア ヨーロッパ アメリカ アジア ヨーロッパ アメリカ

産業用素材 0.1 ▲ 0.1 ▲ 0.2 0.5 1.0 0.7 0.1 ▲ 0.3 ▲ 0.1 1.5 1.2 0.3

産業用加工品 1.1 ▲ 1.8 ▲ 0.8 7.2 12.1 4.7 ▲ 1.1 ▲ 1.6 0.2 6.7 10.5 5.4

部品 2.2 ▲ 0.4 ▲ 0.6 9.2 8.1 4.3 2.0 ▲ 0.4 ▲ 0.8 7.7 7.0 4.7

資本財 1.7 ▲ 0.3 ▲ 0.3 7.0 7.1 2.7 ▲ 0.1 0.1 0.2 4.5 5.9 4.1

乗用車 0.2 0.1 ▲ 0.1 1.4 3.3 1.1 ▲ 0.2 0.1 0.0 0.3 2.6 1.8

消費財 1.0 0.0 ▲ 0.2 5.3 7.1 1.6 ▲ 1.0 0.4 0.5 2.3 6.8 4.3

その他 ▲0.4 ▲0.9 ▲0.2 3.0 7.9 4.6 0.2 0.9 1.1 6.0 10.6 5.9

計 5.9 ▲3.4 ▲2.5 33.7 46.6 19.7 ▲0.2 ▲0.8 1.0 28.9 44.7 26.4

注１.アジアは、日本、NIES４ ASEAN４、中国、インド、ヨーロッパはEU15と中東欧10、アメリカはNAFTAと

MERCOSURである。

注２.変化とは1996年と2005年の比較をした増減ポイントである。▲はマイナスを示す。

出所）SITA：Statistics for International Trade AnalysisおよびOECD：ITCSより作成。

32)アジア10ヵ国と中東欧10ヵ国の製品に対する部品の

割合である部品製品比率はアジア10で輸出32.8 輸入

45.8 中東欧10では輸出26.9 輸入27.5であり、アジア

の方が輸出・輸入両面で比率が高い。また、付表２では、

アジア10と中東欧10のなかで主な国の指標をとりあげ

ているので参照のこと。くわえて、資本財・部品貿易の

経済的意味については石田（2001,2003）を参照のこと。

33)例えば、フィンランドのEMSのエルコテック（EDNの

契約製造業者の2007年収益世界ランキング13位）は、イ

ンド、中国、ブラジル、メキシコに製造拠点がある。
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地域特性を形成している側面に注目する必要が

ある。

最後に、最終需要市場としてのアメリカに注

したい。石田（2001）で、資本財、中間財、消

費財という財別の貿易構造を分析する中で、ア

ジア諸国の消費財がアメリカ市場の需要に依存

していることを指摘した。さらに石田（2006）

では、日本・韓国・台湾と中国との中間財・資

本財貿易の拡大、そして中国の消費財貿易の拡

大という構造を分析した。その上で、ここでは、

アメリカの輸入から各地域の貿易構造を確認し

よう。表６は、アメリカの財別・地域（国）別

の輸入構成の1990年と2006年の間の変化、それ

に2006年の地域別構成を示している。地域別に

集計されたレベルの輸入の割合は、それほど意

味のある変化はみられない。しかし、アジア地

域内部では、産業用加工品・部品・消費財・資

本財での構成変化は注目に値する。とりわけ、

消費財と資本財では、日本とNIES4からの輸入

が減少し、中国からの輸入が拡大していること

が明確に分かる。これは、アジア域内の生産シ

ステムの構造変化に判って、中国が消費財・資

本財という完成財の市場としてアメリカに依存

度を強めていることを表している。それに対し

て、アメリカのヨーロッパからの輸入に関して

は、アジアのような大きな域内の変動はない。

ここから、グローバル生産システムの地域の動

きをみることができる。

EU15ヵ国の地域全体の輸入につて、1995年と

2006の比較をしてみたのが表７である。ここで

も、中国の消費財、資本財の増加の割合が著し

いことがわかる。また、アメリカではNAFTA

の域内貿易が拡大しているように、EU15は中東

欧とのヨーロッパ域内貿易が拡大している。そ

して、アメリカの中東欧の輸入の増加が見られ

ないことと併せて考えれば、中東欧はヨーロッ

パ域内市場指向的生産システムを形成している

という特性が浮かび上がる。

⑷ 金融・経済危機とグローバル生産システ

ムの調整

今回の金融危機は、アメリカのＳ＆Ｌ危機、

日本の資産バブル、アジアの通貨危機、アメリ

カのITバブルといった、局地的バブルの崩壊と

表４ アジア10と中東欧10の比較（2005年、％、ポイント)

アジア10 中東欧10

輸出構成 輸入構成 純輸出比率 輸出構成 輸入構成 純輸出比率

資本財 23.1 18.0 17 14.0 16.9 -20

部品合計 27.6 31.5 -2 20.6 18.1 -3

（一般部品） 24.3 28.6 -3 8.9 11.0 -20

（輸送機部品） 3.3 2.9 11 11.8 7.1 16

消費財合計 20.4 7.2 53 25.8 15.7 18

（耐久消費財） 6.4 2.1 59 12.7 6.4 44

注１.アジア10とは、韓国、台湾、香港、シンガポール、インドネシア、マレーシア、フィリピン、タイ、ベトナム。中東欧

10とは、ブルガリア、チェコ、エストニア、ハンガリー、ラトビア、リトアニア、ポーランド、ルーマニア、スロバキア、

スロベニア。

注２.用途別はSITC Rev3.をBEC分類で集計し、各国の世界への輸出・輸入の各項目を集計している。

出所）SITA：Statistics for international Trade Analysisより作成。
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表５ 貿易構造の地域比較（2001年～2005年）

産業用加工品 部品 輸送機器部品 機械 競争力

輸出 輸入 輸出 輸入 輸出 輸入 輸出 輸入 産業用 部品 輸送機 機械

アジア △0.01 △0.06 0.52 0.41 △0.26 △0.49 0.49 0.54 2 12 26 6

中国 △0.11 0.36 0.19 0.68 △0.60 △0.55 △0.70 1.28 -22 -14 -3 -75

日本 0.01 △0.43 0.65 △0.17 0.46 △0.50 2.42 △0.43 27 44 58 77

韓国 0.38 0.00 0.42 0.06 △0.34 △0.57 0.34 0.45 15 22 27 3

マレーシア △0.42 △0.27 0.93 1.19 △0.74 △0.55 △0.61 0.69 -13 7 -16 -54

フィリピン △0.77 △0.06 1.11 1.05 △0.15 △0.65 △0.88 △0.40 -61 1 41 -68

シンがポール △0.25 △0.48 1.06 1.27 △0.66 △0.38 △0.46 △0.28 17 4 -22 -6

台湾 0.58 0.05 0.89 0.12 △0.47 △0.63 1.92 0.83 19 33 24 30

タイ △0.13 0.33 0.38 0.44 △0.19 △0.11 △0.60 2.02 -22 2 -1 -75

アメリカ10 △0.12 0.09 △0.03 △0.05 0.51 0.32 △0.27 △0.04 -12 -11 -6 -26

アルゼンチン △0.27 △0.11 △0.88 △0.09 △0.50 0.44 △0.81 0.21 -10 -63 -25 -56

ブラジル 0.02 △0.13 △0.71 0.35 0.04 0.47 △0.58 0.68 7 -52 0 -48

カナダ △0.21 △0.23 △0.51 △0.03 0.27 1.46 △0.24 0.02 1 -23 -23 -5

メキシコ △0.26 0.39 0.10 0.80 0.85 0.68 △0.82 0.98 -32 -23 5 -83

アメリカ △0.10 0.25 0.32 △0.18 0.78 0.08 △0.03 △0.20 -17 -2 -2 -16

EU27 0.08 0.00 △0.08 △0.11 0.15 0.15 △0.02 △0.24 3 5 3 15

オーストリア 0.12 0.05 △0.03 △0.02 0.41 0.42 0.41 0.10 2 2 2 14

チェコ 0.37 0.44 0.31 0.37 1.11 0.28 1.07 1.58 -4 -1 25 -10

フランス △0.05 0.11 △0.16 △0.16 0.48 0.39 △0.52 △0.26 -9 1 4 -21

ドイツ 0.04 △0.25 0.07 △0.04 0.30 0.36 0.58 △0.10 15 19 11 40

ハンガリー △0.11 0.10 0.34 0.87 1.62 0.62 △0.57 0.37 -12 -17 23 -53

アイルランド 0.62 △0.53 0.15 0.77 △0.88 △0.58 △0.88 △0.56 54 7 -33 -36

イタリア 0.22 0.13 △0.01 △0.29 0.02 △0.30 1.04 △0.03 3 20 21 38

ポーランド 0.18 0.74 △0.27 △0.10 0.91 0.04 △0.46 0.42 -20 -18 22 -51

ポルトガル △0.05 0.69 △0.53 △0.34 0.67 0.15 1.32 △0.31 -29 -34 0 39

ルーマニア 0.27 1.26 △0.35 △0.15 0.25 △0.48 △0.47 0.13 -29 -26 29 -47

スロバキア 0.40 0.38 △0.17 0.11 0.93 0.95 △0.16 0.53 0 -15 -2 -30

スペイン 0.00 0.34 △0.49 △0.33 0.61 0.66 0.06 △0.34 -15 -26 -15 10

スウェーデン △0.10 △0.17 0.15 0.11 0.28 0.50 △0.61 △0.23 3 14 4 -21

イギリス △0.24 △0.03 △0.05 △0.14 0.38 0.18 △0.48 △0.54 -13 -4 -2 -3

その他 0.01 △0.15 △0.64 △0.24 △0.69 △0.26 △0.33 0.04 8 -24 -30 -10

インド 0.38 0.09 △0.65 △0.29 △0.60 △0.70 △0.79 0.03 11 -43 3 -72

スイス 0.32 0.14 0.14 △0.19 △0.59 △0.57 2.81 0.20 6 22 2 56

トルコ 0.48 1.16 △0.77 △0.31 △0.20 0.04 △0.38 0.72 -20 -62 -29 -60

注１.用途別分類はBECの分類である。
注２.△はマイナスを示す。また、各地域の国は付表１にまとめている。指標は、輸出に関しては、 x /x / X /X －1

となる。ここで、x はｉ地域の財ｊ、x は世界全体の財ｊ、X はｉ地域の総輸出額、X は世界全体の総輸出額である。
輸入の場合も同じである。また、中国の中国からの輸入と中国と香港間の貿易を国内取引と見なした。それゆえ、通常の
輸入額よりも低くなっている。

注３.競争力指標とは ＝
－
＋

×100

出所）International Trade Centre PC-TAS（HS）より作成。
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表６ アメリカの財別・地域別の輸入構成の変化

1990年に対する2006年の構成変化 2006年の輸入構成

加工品 部品 消費財 資本財 乗用車 その他 合計 加工品 部品 消費財 資本財 乗用車 その他 合計

世界 -0.7 -2.4 1.5 2.3 -1.6 0.9 0 18.8 14.7 18 15.3 7.5 25.7 100.0

アメリカ 0 -0.7 1.3 1 -0.3 1.4 2.7 6.9 4.3 3.2 3.6 2.8 12.0 32.8

NAFTA -0.5 -0.7 1.4 1 -0.3 1.8 2.7 5.5 4 2.5 3.4 2.8 8.6 26.8

中南米 0.5 0 0 0.1 0 -0.6 0.0 1.4 0.3 0.7 0.2 0 3.5 6.1

ヨーロッパ 0.2 -1.1 0.2 -0.2 0 -1.2 -2.1 4.8 3 2.7 2.6 1.7 2.5 17.3

EU15 0.2 -1.1 0.1 -0.2 0 -1.4 -2.4 4.7 2.8 2.6 2.5 1.7 2.4 16.7

中東欧10 0.1 0 0.1 0 0 0.2 0.4 0.1 0.1 0.1 0.1 0 0.2 0.6

アジア 0.4 -0.7 -0.5 1.3 -1.2 -0.3 -1.0 4.3 6.9 9.9 8.6 2.9 3.4 36.0

日本 -1.1 -2.6 -1.1 -2.9 -1.5 -0.6 -9.8 0.9 2.2 0.4 1.6 2.4 0.7 8.2

NIES4 -0.4 -0.4 -4.4 -0.9 0.3 -0.5 -6.3 0.9 1.6 1.1 1.3 0.5 0.5 5.9

ASEAN9 0 0.5 0.3 0.9 0 0.0 1.7 0.3 1.1 1.6 1.3 0 1.0 5.3

中国 1.9 1.9 4.7 4.1 0 0.8 13.4 2.2 2 6.9 4.4 0 1.1 16.6

インド 0.2 0.1 0.3 0 0 0.0 0.6 0.4 0.1 0.5 0.1 0 0.1 1.2

その他 -1.5 0 0.2 0.1 0 1.0 -0.2 2.3 0.4 1.6 0.4 0 8.0 12.7

注１.BECに従って財別分類を行った。加工品とは産業用加工品である。

注２.中東欧10とは、ブルガリア、チェコ、エストニア、ハンガリー、ラトビア、リトアニア、ポーランド、ルーマニア、ス

ロバキア、スロベニア。NIES４とは韓国、台湾、シンガポール、香港。ASEAN9はタイ、インドネシア、マレーシア、

フィリピン、ブルネイ、ベトナム、ミャンマー、ラオス、カンボジア。

出所）OECD のITCS （SITC rev.3）より作成。

表７ EU15の財別・地域別の対外輸入構成の変化

1995年に対する2006年の構成変化 2006年の輸入構成

加工品 部品 消費財 資本財 乗用車 その他 合計 加工品 部品 消費財 資本財 乗用車 その他 合計

世界 -6.0 -1.4 -1.0 0.0 1.1 7.4 0.0 18.4 14.5 14.5 13.1 3.2 36.3 100

アメリカ -2.6 -1.5 -0.2 -1.3 0.5 -1.8 -7.0 4.9 2.4 1.6 3.1 0.8 6.6 19.4

米国 -1.7 -1.5 -0.1 -1.4 0.4 -1.3 -5.7 2.9 2.0 1.4 2.7 0.6 3.3 12.9

メキシコ・カナダ -0.7 -0.1 0.0 0.0 0.1 0.0 -0.6 0.5 0.2 0.1 0.3 0.1 0.9 2.1

中南米 -0.2 0.1 -0.1 0.0 0.1 -0.5 -0.6 1.5 0.2 0.1 0.1 0.1 2.4 4.4

アジア 0.0 -1.1 -0.1 1.2 -0.2 0.3 0.1 3.9 3.5 6.3 6.8 1.3 5.0 26.8

日本 -0.7 -1.3 -0.4 -1.5 -0.4 -0.7 -5.0 0.7 1.0 0.2 1.2 0.8 1.1 5.1

ＮＩＥＳ４ 0.1 -0.4 -0.9 -0.1 0.2 0.0 -1.2 1.0 1.0 0.7 1.6 0.5 1.1 5.9

ＡＳＥＡＮ９ -0.4 -0.1 -0.4 0.1 0.0 -0.1 -0.9 0.5 0.5 1.0 0.7 0.0 1.2 3.8

中国 0.9 0.7 1.7 2.7 0.0 1.0 7.1 1.8 0.9 4.3 3.3 0.0 1.6 12.0

中東欧 -0.4 1.0 0.2 0.9 0.5 1.4 3.6 2.6 1.7 2.2 1.3 0.8 3.1 11.8

その他 -3.0 0.3 -1.0 -0.7 0.2 7.5 3.3 7.0 6.9 4.4 1.9 0.3 21.6 42.1

注）表６に同じ

出所）表６に同じ。
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異なる。まず、今回のアメリカの住宅バブルは、

低所得者をも巻き込んでおり、株式のバブルと

異なり、その資産効果や逆資産効果は規模の大

きなものとなっている 。さらに、住宅バブルの

上に、多層証券化・多重証券化やデリバティブ

取引による金融資産バブルが構造的に重な

る 。ここでは、労働者の年金や保険などが運用

されている。したがって、今回の金融危機では、

あらゆる所得階層の人々をまき込み、消費全体

を落ち込ませるという、広範かつ大規模な危機

であった。

特に、投資銀行やSPC（SPEの一形態）が、

何度ともなく組み替えられた住宅ローン担保証

券をベースとして、消費者ローン債権・自動車

ローン債権・社債や企業向け貸付金などの多層

の証券化商品を合成したCODをつくり、それを

世界中の機関投資家やヘッジファンドなどに販

売したことは、今回の危機を象徴化する。これ

は、本来のリスクを非常に分かりにくくした上

で、リスクを世界の投資家に隅々まで拡散した

事例である。加えて、資金調達は、投資対象を

担保として行うというレバレッジを幾重にも繰

り返して行われている。したがって、住宅ロー

ン全体からみれば少ないサブプライムに問題が

起こると、連鎖的に信用が収縮し、金融危機へ

と陥ってしまった。

金融危機が生産システムに影響する、２つの

ルートがある。１つは、これまでの資金の流れ

が止まり、引き揚げられてしまうこと。もう１

つは、需要の急激な落ちみによる生産システム

への影響である。前者は、中・東欧のように、

外貨準備の少ない地域に大きな影響がみられる

が、しかし、国により影響の度合いは異なる。

それに対して、欧米市場の需要減少は生産シス

テムに大きな影響をもたらし、多くの地域の経

済危機を招いている。さらに、グローバル生産

システム内部における金融危機の影響として、

取引保証・支払資金供与など貿易金融が収縮し

たという指摘がある。Auboin（2009）によれば、

2008年の貿易の落ち込みのうち、10％から15％

が貿易金融の収縮が原因だという。これは、BIS

規制の自己資本比率を確保する必要性と各国政

府の国内融資優先策（金融保護主義）のため、

グローバル生産システムを支えていた、比較的

リスクの少ないはずの、貿易金融にしわ寄せが

きた形である。

さて、アメリカを発端とした金融危機そして

経済危機は、グローバル生産システムに負の連

鎖をもたらしている。階層構造をベースにした

調整メカニズムは、調整スパンが短期化してき

たことから、負の連鎖の伝達速度を非常に速い

ものとした。それは、表８の貿易構造から類推

される。表８は、前年同月比の世界全体の貿易

の伸びに対する各地域・国の寄与度を示してい

る。2008年９月の金融危機の翌月の10月にはEU

の貿易が輸出入とも前年同月比で減少し、11月

には世界全体の貿易が急激に減少していること

が分かる 。貿易の大幅な減少は、グローバル生

産システムにおける負の連鎖の現れと考えられ

34)経済産業省（2008）『通商白書』で、アメリカの住宅保

有者が株式の保有家計の割合より大きく、資産効果によ

る消費の拡大や逆資産効果による消費の落ち込みが大

きいことを指摘している。

35)多層とは、住宅ローン、クレジットカード、自動車ロー

ンなどの多様な証券化であり、多重とは、住宅ローンに

みられるように、２次市場で何回も証券化されリスクを

薄める過程である。特に、MBSに、自動車ローンその他

の債権も組み合わせ組成する債務担保証券（COD）が代

表的な例である。

36)中国の貿易の減少が意外に低いのは、多くの消費財が

所得弾力性の低い、生活必需品があるためである。
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る。そこで、グローバル生産システムにおける

情報共有による調整機能、なかでも、バリュー

チェーンにおける各段階のルーティーンを維持

するための数量調整に注目して、経済危機の状

況を分析したい。

経済危機では、まず、安定的に推移していた

経済を前提としたネットワークによる調整が、

機能不全を起こす。とりわけ、製品ごとのバ

リューチェーンでは、需要予測の情報共有が突

然崩壊する。そのため、バリューチェーンを構

成する企業がそれぞれで独自に不確実な需要を

予測して生産しなければならない。当然、リス

クを最小にするために、全てのプロセスで数量

調整が行われる。数量調整は、調整頻度とバ

リューチェーン内部の減産幅の相違として現れ

る。これは、変貌を遂げたグローバル生産シス

テムの反作用ともいえる。

まず、バリューチェーンの各段階での調整頻

度をみると、「2000年の初期時点でも企業の発注

は月単位ないしは４半期単位であった。しかし、

今はしばしば週単位で行われる。」というよう

に 、可能な限り短期化した在庫調整や短いス

パンでの生産調整が、企業の経済危機への対応

速度をはやめたと見られる。次に、「昨年の第４

四半期のアメリカでの電子機器の消費者の購入

は前年比８％減であったが、製品出荷は10％、

電子機器向け半導体出荷は20％減少」という証

言のように 、危機に直面してバリューチェー

ンでは、完成品から遠いプロセスほど減産が増

幅されている。グローバル生産システムにおけ

るバリューチェーンの複雑化や需要の多様化に

より、川上ほど需要動向が読みにくくなってい

ることが原因である。好況期はバリューチェー

ンの末端ほど在庫調節弁の役割を受け、逆に、

不況には在庫調整の規模が大きくなる 、とい

う「ブルウィップ効果」である。また、製造業

と部品サプライヤーのリードタイムの相違とと

もに、半導体産業に見られるように部品サプラ

イヤーの設備過剰が顕在化している。したがっ

て、在庫が少なく反応の早い企業ほど、相対的

に危機の影響は軽微である。

さらに、雇用調整がある。住宅・自動車・消

費財の需要減少による在庫調整や生産調整に合

わせて、雇用調整が行われ、正規雇用の解雇も

枚挙にいとまがない 。失業率は1980年代の初

期以来最低であった2007年のOECD平均5.6％

から2009年６月には8.3％まで上昇している。ま

た、その間に14,936千人の失業者を出してい

る 。表９のOECD諸国の対前期の雇用の変化

をみると2008年の第３四半期から減少が確認で

きる。製造業だけに限ってみても減少率は各国

で異なるが、大きい 。たとえば、中国の１億３

千万の「農民工」のうち約2000万人が職を失っ

ているという 。また、バリューチェーンで製造

を請け負うEMSの動向を見ても、表10のように

解雇を続けている。特に、中国の企業別輸出金

額トップ（2005年時点で144.7億ドル）である鴻

海の雇用調整は大きい。

37)Wall Street Journal, 2009.5.18.

38)Wall Street Journal, 2009.5.18.

39)日経産業新聞（2009年７月14日）の「“川中”の電子部

品業界」とした事例がある。

40)日本経済新聞（2009年８月21日）によれば、昨年９月

以降、企業倒産による失職８万５千人、希望退職２万３

千人にのぼるという。また、調整が終わったとしても、

アメリカの地区連銀の報告（Beige Book）にあるよう

に、正規雇用を増やすことは当面なく、近年の傾向であ

るジョブレスリカバリーが続くと見なされている。

41)OECD Employment Outlook 2009

42)付図１には、各国別の製造業の雇用減少率を示してい

る。

43)日本経済新聞（2009年２月４日）。
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続いて、在庫や生産調整、雇用調整という企

業内部の調整とともに、グローバル生産システ

ム内部の企業構成数自体が急激に変化してい

る。それを示す事例として、アメリカの海外サ

プライヤーを調査しているPanjivaの、アメリ

カをベースとした企業と取引しているサプライ

ヤー数の変化を見た統計がある（付図２）。これ

によれば、2008年11月から2009年２月にかけて、

企業数が急激に減少している 。これは、経済危

機の急速な調整の現れと考えられる。３月から

は、企業数は回復しているが、いまだ数量調整

は続いているとみられる。

⑸ グローバル生産システムの変容

生産システムのグローバリゼーションでは、

新自由主義のなかで国家の影響力が低下してい

ることを前提とし、生産システム内部の階層関

係、あるいはバリューチェーンに影響する株主

という経済主体間のパワーバランスを分析し

表８ 各国・各地域の輸出・輸入の寄与度（前年同月比）

2008/07 2008/08 2008/09 2008/10 2008/11 2008/12 2009/01 2009/02 2009/03 2009/04 2009/05 2009/06

世界 31.16 18.84 19.19 3.39 ▲15.77 ▲14.56 ▲30.26 ▲31.85 ▲29.09 ▲34.06 ▲32.35 ▲27.74

先進国 15.81 7.10 8.04 ▲1.38 ▲12.35 ▲ 9.97 ▲18.88 ▲20.44 ▲18.66 ▲22.24 ▲20.81 ▲18.32

アメリカ 2.02 1.48 0.75 0.37 ▲ 0.44 ▲ 0.98 ▲ 1.63 ▲ 1.99 ▲ 1.77 ▲ 2.05 ▲ 2.40 ▲ 2.38

日本 1.14 0.37 0.48 0.32 ▲ 0.77 ▲ 1.08 ▲ 1.64 ▲ 2.12 ▲ 2.44 ▲ 1.70 ▲ 1.34 ▲ 1.11輸

出 EU 9.78 3.03 5.13 ▲ 2.56 ▲ 9.88 ▲ 5.54 ▲12.01 ▲13.74 ▲11.36 ▲15.31 ▲12.40 ▲11.33

途上国 15.36 11.73 11.16 4.77 ▲ 3.41 ▲ 4.59 ▲11.36 ▲11.41 ▲10.43 ▲11.82 ▲11.54 ▲ 9.41

アジア９ 3.37 2.02 2.20 0.55 ▲ 1.31 ▲ 1.72 ▲ 3.71 ▲ 2.58 ▲ 2.77 ▲ 2.92 ▲ 3.91 ▲ 2.55

中国 2.47 2.05 2.03 1.58 ▲ 0.20 ▲ 0.27 ▲ 1.50 ▲ 1.77 ▲ 1.35 ▲ 1.85 ▲ 2.24 ▲ 1.04

中南米 1.83 1.41 1.49 0.55 ▲ 0.71 ▲ 0.53 ▲ 1.61 ▲ 1.59 ▲ 1.10 ▲ 1.42 ▲ 1.24 ▲ 1.11

世界 29.44 18.21 20.87 4.08 ▲14.50 ▲13.02 ▲28.25 ▲29.55 ▲27.85 ▲33.64 ▲30.09 ▲25.84

先進国 17.26 8.79 10.90 ▲ 0.47 ▲11.96 ▲10.11 ▲19.05 ▲21.02 ▲21.01 ▲23.04 ▲21.33 ▲18.70

アメリカ 2.84 1.69 1.60 0.38 ▲ 2.09 ▲ 1.89 ▲ 3.43 ▲ 4.50 ▲ 3.59 ▲ 4.20 ▲ 3.82 ▲ 3.15

日本 1.47 1.15 1.59 1.01 ▲ 0.06 ▲ 0.16 ▲ 0.86 ▲ 1.46 ▲ 1.61 ▲ 1.37 ▲ 1.31 ▲ 1.14輸

入 EU 10.30 4.20 5.73 ▲ 2.21 ▲ 8.73 ▲ 6.21 ▲11.94 ▲13.34 ▲12.16 ▲15.22 ▲13.54 ▲12.53

途上国 12.14 9.39 9.94 4.53 ▲ 2.55 ▲ 2.95 ▲ 9.17 ▲ 8.51 ▲ 7.83 ▲10.57 ▲ 8.73 ▲ 7.11

アジア９ 4.35 2.94 3.38 1.47 ▲ 0.77 ▲ 1.71 ▲ 3.79 ▲ 3.19 ▲ 3.48 ▲ 3.06 ▲ 2.94 ▲ 2.27

中国 2.29 1.66 1.53 0.92 ▲ 1.21 ▲ 1.56 ▲ 2.96 ▲ 1.45 ▲ 1.70 ▲ 1.53 ▲ 1.72 ▲ 1.21

中南米 1.97 1.60 1.76 1.12 ▲ 0.15 ▲ 0.22 ▲ 1.13 ▲ 1.28 ▲ 1.08 ▲ 3.04 ▲ 1.45 ▲ 1.19

注）アジア９とは、韓国、香港、シンガポール、マレーシア、インドネシア、タイ、フィリピン、ベトナム、インドである。

出所）IMF DOTより作成。

表９ OECD諸国の雇用の減少（四半期は季節調整済み）

2005 2006 2007 2008q3 2008q4 2009q1 2009q2

アメリカ 1.8 1.9 1.1 -1.9 -3.4 -6.7 -2.8

日本 0.4 0.4 0.5 -2.0 0.4 -0.6 -4.4

ユーロ地域 1.1 1.6 1.8 -0.4 -1.1 -3.6 -3.6

OECD全体 1.3 1.7 1.5 -0.6 -1.0 -4.2 -3.3

出所）OECD Economic Outlook,Volume 2009 Issue 1.

44)Harvard Business Review, July-August, 2009.

“Just How Healthy Is Your Global Partner?”
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た。以下では、金融・経済危機を境として、グ

ローバル生産システムにおけるパワーバランス

構造の視野を広げてみたい。

たとえば、Stopford&Strange（1991）は、

パワーバランス論を展開している。彼らは、多

国籍企業間、多国籍企業と国家、国家と国家,と

いう世界の富の分配をめぐる相互作用を示し、

国家間の富を創出するための競争が、多国籍企

業に対する交渉力を弱めていることを指摘す

る。さらに、Strange（1996）では、国家の力が

次第に弱くなり、多国籍企業や金融機関・国際

機関など国民経済の枠を超えた組織の力が大き

くなっていることに注目する。そして、超国家

企業が各国政府のパワー領域を侵害しているこ

とも指摘している。最近は、Levy and Prakash

（2003）の主張するように、NGOが、企業の社

会的責任を問うことで発言権を持ち、企業・国

家・国際機関と並んでグローバルガバナンスに

おける重要なプレイヤーになっている。した

がって、グローバルガバナンスそのものを対象

とする場合は、多国籍企業と受入国のパワーバ

ランスを取り上げるだけでは方手落ちとなる可

能性がある。ただし、以下にみるようにグロー

バル生産システムという限定された領域では、

この分析視点は有効であると考える。

もともと、政府と多国籍企業のパワーバラン

ス論は、1970年代にキンドルバーやバーノン、

あるいはエバンズの主張のように２項対立的に

議論された。しかし、Oman（1989）が注目した

ように、一方で、途上国は所有権を伴わない投

資の形態で技術や企業運営ノウハウを習得し、

他方で、先進国企業は固定資本投資のリスクを

回避して現地市場へアクセスできるというよう

に、双方の関係は２項対立的ではない。具体的

には、Kobrin（1987）が指摘するように、一方

で、多国籍企業の技術力やマーケティング力、

そして、他方で、受入国の市場や天然資源への

アクセスが、パワーバランスを規定する。

70年代の第１次パワーバランスの変化の後、

長らく、多国籍企業と国家との力関係は変化せ

ず、どちらかといえば国家の力が後退していた。

しかし、金融危機後は、多国籍企業と受入国と

のパワーバランスが再び変化する兆しが現れて

いる。それは、①米国、イタリア、フランス、

表10 EMSの解雇の動き

鴻海

2008年12月 深圳工場の16万人を再配置

2009年１月 子会社のフォックスコムのハンガリー工場で1500人解雇。ま

た、企業全体で40000人を解雇し、中国工場の雇用の５％にあたる３万人か

ら４万人の解雇を計画しているといわれた。

フレクトロニクス
2009年３月 ハンガリーで400人解雇

2009年４月 マレーシアで1400人解雇

ジェイビル 2009年５月 世界で3000人解雇

TTエレクトロニクス 2009年５月 昨年595人に続いて700人解雇

セレステカ
2009年８月 フィリピンの工場閉鎖で800人解雇

2009年９月 ブラジル工場閉鎖で200人解雇

エルコテック
2009年９月 ハンガリーで700人解雇（中国企業から7100億ドルの資本を受

け入れ）

出所）Circuits Assembly各月号より作成。
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中国、インド、韓国に見られるような、保護の

連鎖・自国製品優遇や、②インドと中国、ブラ

ジルとアルゼンチンの途上国間での貿易摩擦、

そして、③BRICs首脳会議やG20に見られる新

興国の発言力拡大という、これまで見られな

かった各国・各地域の動きの中から観察でき

る。そこには、資源価格の高騰を理由とした新

興国のバーゲニングパワーの向上が見られる

が、ここで重要なのは、むしろ市場アクセスか

らみたバーゲニングパワーの変化である。

これまで、アメリカの最終需要に依存したア

メリカ市場指向生産システムでは、多国籍企業

が、先進国市場の需要情報やマーケティング手

法を専有し、バーゲニングパワーを持っていた。

しかし、経済危機でにわかに新興国の市場が重

要になると、市場アクセスに関しては、新興国

政府（あるいは新興国企業）に有利になってい

る。

たとえば、中国では、家電下郷（農村部の家

電普及促進策）、汽車下郷（農村部での自動車購

入促進策）、以旧換新（都市部での家電などの買

い換え促進策）による内需喚起政策、インドで

は、物品税の引き下げ、金利の引き下げ、公務

員給与の引き上げによる内需喚起政策が行わ

れ、「官製特需」といわれる市場状況がみられる。

さらに、図４のように、インド、そして、ベト

ナムのようなアジア諸国では、外資導入政策・

投資主導型経済の立ち上をみせている。また、

BOP（Bottom of the PyramidまたはBase of
 

the Pyramid）ビジネスという40億人と推定さ

れている貧困層を対象としたビジネスも、先進

国市場が収縮するなかで、注目されている。

中国の家電下郷を例に考えてみよう。珠江デ

ルタのような沿岸部の製造業集積地域が、アメ

リカ市場指向グローバル生産システムの一角を

担っていた。しかし、金融危機以降、表７で確

認したように急激に輸出が鈍化する。アメリカ

市場にカップリングした経済成長は、ここで停

滞する。数量調節に迫られた沿岸部では、過剰

設備の圧力が加わった。そこで、中国内陸部を

市場とした成長過程を引き出す政策として、家

電下郷が提示された。アメリカ市場指向生産シ

ステムから中国内陸部指向生産システムのへの

転換であり、中国政府の政策に誘導された生産

システムの再構築である 。

また、貿易構造における変化も顕著である。

中国とインドの貿易摩擦は、中国から新興国へ

の輸出拡大を象徴したものである。先進国市場

の停滞の中で、新興国市場指向を高めた結果で

あり、生産システムの転換可能性を窺わせる。

さらに、南米諸国の貿易構造が変化している。

これまで、アメリカが第１の輸出市場であった

が、１次産品を主要輸出品目とするブラジル・

チリ・アルゼンチンなど資源国は、中国への輸

出依存度を高めつつある。これは、希少資源の

輸出制限と合わせ、中国が、資源確保に乗り出

している結果である。

ここで、第１次と第２次のパワーバランスの

変化の背後にある構造の相違を確認したい。第

１に、消費市場の規模と特性が異なる。第２次

パワーバランスの変化の時期では、中国・イン

ド・ブラジルといった、潜在的な巨大市場が存

在する。そして、先進国で普及した商品をその

まま生産・販売するのではなく、巨大市場の消

費特性に対応した生産システムの再構築が必要

となる。第２に、第１次パワーバランスの変化

の時期は、一次産品価格の上昇、シンジケート・

45)文末にある付表３は、中国市場を３つに分類し（３元

市場システム）、内陸部の市場の可能性を提示している。
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ローンによるオイルダラーの環流に依存した開

発であった。それに対して、今回は、外貨準備

の積み増しという形態に象徴されるように、新

興国の財政政策の独自性が存在する。第３に、

有形資産と無形資産の移転の態様が異なる。第

１次パワーバランスの変化では、有形資産と無

形資産の分離が明確で、無形資産の所有により

実質的な支配が実行された。しかし、第２次パ

ワーバランスの変化では、生産に関わる側面で

はあるが、コアの無形資産の一部が新興国に移

転される動きがみられる。

ここで、第３の点である無形資産の移転に関

して、詳しく述べてみたい。新興国市場の拡大

は、現地のボリュームゾーンに合わせて商品を

開発・生産・販売し、さらに、価格競争力を備

えなければならないという変化を生んだ。その

ため、これまで新興国には移転されていない無

形資産を体化した工場が、新興国に進出し、あ

るいは計画されている。たとえば、家電下郷に

より中国の需要依存度を高めている液晶パネル

では、LG（第８世代の生産ライン）、サムスン（第

7.5世代）、シャープ（第６世代）が現地企業と

の合弁を表明している 。これは、中国の国家戦

略に叶う工場立地である。また、エアコン事業

のダイキンは、すでに珠海格力電器と合弁し省

エネ技術を中国へ移転している。このような事

例は日本の金型産業でも同じである。

くわえて、以前とは異なる環境がある。つま

り、デジタル化・ネットワーク化・モジュール

化の中で、コア知識（暗黙知）以外は情報化・

共有化される環境基盤が整っている。その基盤

の上で、パワーバランスの変化が起こっている。

そのために、太陽電池にみられるように、ター

ンキー契約により先端技術が設備に体化された

形で、一括して新興国に販売される。これまで、

先進国企業は、先進国市場へのアクセス・ノウ

ハウと先進国市場に対応した製品製造技術を囲

いこむことが可能であった。しかし、新興国市

場指向生産システムでは、多国籍企業の生産技

術あるいは技術を体化した資本財が、消費地で

ある中国やインドなどの成長潜在性の大きな諸

国へ移転する「地産地消」のシステムとなって

いる。このことは、先進国におけるフルセット

型経済の解体を経て、新興国でのフルセット型

経済の再構築に繋がる可能性があるが、今後の

図４ 各国の固定資本形成

出所）IMF IFSより作成。

46)とりわけ、シャープはこれまでの垂直統合型のビジネ

スモデルを転換し、新興国市場指向の生産システムの再

構築をすすめている。

― ―110

経 済 学 研 究 第76巻 第４号



経緯を観察する必要がある。

⑹ 地域生産システムの相違

これまで、アジアの生産システムの変容を念

頭において分析した。つづいて、アジアとの比

較で、ヨーロッパ地域の生産システムについて

言及しておきたい。

G20の構成を見ると、アジアの中国、インド、

インドネシア、南米ではアルゼンチンとブラジ

ル、さらに南アフリカ、サウジアラビア、オー

ストラリアなど、資源大国や市場として有望な

新興国がある。このなかで、EUも団体として参

加しているが、ヨーロッパに関係のある近隣の

新興国はトルコとロシアである。つまり、EUは、

巨大な新興国市場である中国やインドに対応し

て生産システムを再編するにも、物理的に距離

がボトルネックとなっている。EUの近傍には活

力のある低・中価格帯商品市場が不在である。

しかし、地理的な問題よりも、より、内在的

な違いが存在する。まず、域内の生産システム

は、表６でも確認したように、アメリカの財輸

入の構成に占める中東欧の存在感は小さい。こ

れは、域外市場に対する輸出主導での成長を目

指すのではなく、あくまでも域内との経済関係

を目的として生産システムの構築を意味する。

中東欧のEU域内向け輸出が全体の７～８割で

あることから、新興国市場指向の生産システム

の再構築を主体的に行う地域ではないといえ

る。換言すれば、国民経済としての独自の成長

政策を打ち出すのではなく、あくまでもEUに統

合されるなかで、「国内分業」の一端を担う成長

路線であることを物語っている（田中 2007）。

つまり、中・東欧はEU域内市場指向的生産シス

テムを形成している。

また、金融取引と内需でもアジア諸国と異な

る 。中東欧諸国は、外資を呼び込むために金利

を高めに設定した。そのために、外貨建ての借

り入れが拡大し、企業とともに、住宅ローンな

ど家計レベルまで外資依存を高めた 。そして、

金融危機を境に、域内の輸出先の需要がなくな

り、また、流入した資本が一気に引き揚げられ

るなかで、（通貨下落により）外貨建て負債の負

担が高まり、それが内需を収縮させた。そのた

め、域内貿易と資本流入に依存した生産システ

ムが崩壊し、内需までも縮小してしまった。

さらに、財政政策をみると大きな違いがある。

アジア諸国では、各国が保護主義的な政策とと

もに内需拡大を目的とした財政政策を発動して

いる。それに対して、EUは、地域全体としての

財政政策は持ち合わせておらず、各国ごとに対

応が異なる。中東欧諸国は、アジア諸国のよう

に独自の財政政策を打ち出すことが不可能なた

め、需要の喚起には、域内の他の諸国の財政政

策に依存するしかない。たとえば、ドイツのス

クラップインセンティブ（登録して９年以上の

車を廃車し、新車あるいは１年以内の新古車の

エコカーを購入すると2500ユーロが補助金とし

て支給される）により自動車需要が回復してい

る状況がある。しかし、ドイツの財政負担に限

界があるためインセンティブは持続しないとい

う問題がある。

以上から、グローバル生産システムに関わる

国として、直接に最終財の輸出を行う戦略をと

47)アジア諸国は、1997年の通貨危機により、とりわけ短

期資金の自由化に対して、その危険性を学習したという

経験が活かされている面もある。

48) IMFのGlobal Financial Stability Report（2009.

April）によれば、中東欧諸国の外貨建て債務比率は極め

て高い。ラトビア89.3％、エストニア85.3％、ブルガリ

ア66.9％、ハンガリー65.7％、リトアニア64.0％、ルー

マニア55.5％である。これら６ヵ国は、IMFが潜在的懸

念とする50％を超えている。
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るか、それとも、地域内部の一部の工程を担う

サブシステムに特化する戦略を選択するかとい

う、政策の相違が生産システムの重層的構造に

影響していることが理解できる。いずれにせよ、

階層関係・補完関係を形成する企業は、アジア、

アメリカ、ヨーロッパという３極で事業展開し、

それぞれの地域で生産ネットワークを形成す

る。あるいは、それぞれの地域に居住する企業

が、それぞれの域内市場あるいは第三市場を指

向した生産システムを形成する。このような構

造のなかで、金融危機は、瞬時に全地域の生産

システムを巻き込み、バリューチェーン内部の

ルーティーンに関わる情報を麻痺させ、各企業

に数量調整を行わせた。しかし、生産システム

の再構築は、決して同時ではない。生産システ

ムの変容には、地域間格差が見られるであろう。

むすび

本稿は、次のようにまとめることができる。

グローバル生産システムの構造として、企業間

のケイパビリティの相違から補完関係を、企業

間のパワーバランスから階層構造を提示した。

また、生産システムの動態として、金融化とオー

プン化からグローバル生産システムの形成を、

また、国際不均衡を維持するメカニズムとバ

リューチェーン間の競争から生産システムの変

化を明らかにした。最後に、国民経済と企業の

関係を問うことから、広義パワーバランスの変

化が生産システムを変容させていること、また、

生産システム編成には地域格差があることを提

示した。

ただし、以上の分析には欠点がある。それは、

変容の兆候を見出したすぎず、中長期的な構造

変化を指摘することが出来ていないことであ

る。分析には、具体的データが乏しく、もう少

し経過を見守る必要がある。しかし、あえて中

長期的な構造変化の論点として、アメリカ市場

に対するデカップリングについての見解を述べ

ておきたい。

まず、これまでのようにバブルを引き起こす

メカニズムを規制するのか、それとも、放置す

るのかという、国際合意形成と関連させて、２

つの可能性がある。ひとつは、規制強化が行わ

れないか、あるいは規制が有名無実化されるな

らば、長期的には、市場の熱狂が再現され、そ

れに対応して生産システムの編成が行われる可

能性もある。もうひとつは、規制強化が行われ

れば、市場の安定は高まるが、爆発的な需要の

拡大はありえない。前者の場合、アメリカ市場

へのカップリングが復活する可能性がある。し

かし、後者の場合でも、アメリカのイノベーショ

ンにより新たな市場が創造されるならば、持続

性はともかく、生産システムはアメリカ市場に

連動して編成される。しかし、新技術の普及が

早ければ、市場の主導性は失われる。

次に、新興国の状況から、次のような展開が

予想される。持続的に新興国市場が拡大すれば、

ボリュームゾーンに対応した生産システムが構

築される。これは、先進国の高付加価値市場と

棲み分けられた生産システムである。しかし、

中長期的には、新興国市場が成熟し、先進国市

場を陵駕する規模となり、アメリカ市場への連

動が小さくなる可能性もある 。この場合、ボ

49)長期的傾向といっても、平坦な過程ではない。たとえ

ば、中国は、一党独裁の統制システムのなかで、経済発

展している。しかし、このシステムはこれまでの発展の

プロセスで機能しているが、ある段階になると、自由な

経済活動の障害となる可能性もある。また、インドでも、

制度化された社会階層の格差が根強く残っている。した

がって、紆余曲折があることを十分留意する必要があ

る。
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リュームゾーンを支配した企業が成長し、バ

リューチェーンのガバナンスに地殻変動を与え

るかもしれない。さらには、ネットワークにお

ける標準や、ビジネスモデルにまで影響するで

あろう。ただし、その企業がアジアの新興国の

企業であるかどうかは不確実である。そこには、

企業による絶え間ない競争優位を求めた無形資

産の蓄積、経営者によるビジネスモデル構築能

力、政府の政策や構造改革など多様な要因の複

合作用がある。とりわけ、累積的な無形資産の

蓄積とビジネスモデルの展開能力は、単純に時

間の経過かからは判断できないであろう。
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付表１

アジア アメリカ EU その他

９ヵ国 10ヵ国 17ヵ国 東欧10ヵ国 14ヵ国

日本 アメリカ イギリス ポルトガル スロバキア イスラエル クロアチア

韓国 カナダ イタリア フィンランド スロベニア インド イラン

台湾 メキシコ オランダ スウェーデン チェコ ウクライナ サウジアラビア

シンガポール アルゼンチン ドイツ デンマーク ハンガリー オーストラリア

タイ コロンビア フランス ベルギー ブルガリア スイス

マレーシア チリ アイルランド ルクセンブルク ポーランド トルコ

インドネシア ブラジル ギリシャ オーストリア ルーマニア ニュージーランド

フィリピン ベネズエラ スペイン マルタ リトアニア ノルエー

中国（香港） ペルー キプロス ラトビア 南アフリカ

コスタリカ エストニア ロシア

付表２

アジアと中東欧の部品貿易比率と純輸出比率

韓国 台湾 マレーシア タイ フィリピン 中国
アジア

1996 2005 1996 2005 1996 2005 1996 2005 1996 2005 1996 2005

部品比率
輸出

輸入

27.7

31.2

33.4

37.1

31.1

35.8

41.8

41.6

43.7

49.2

46.2

58.6

28.8

38.0

31.1

38.2

55.0

46.5

63.3

71.1

10.0

22.9

19.2

46.0

純輸出比率
一般部品

輸送機部品

6

-7

17

39

15

20

14

21

-8

-18

-2

-22

-23

-46

-13

11

-10

-5

-2

46

-31

-15

-25

14

出所）SITA：Statistics for international Trade Analysisより作成。

ハンガリー ポーランド チェコ スロバキア エストニア ルーマニア
中東欧

1996 2005 1996 2005 1996 2004 1996 2005 1996 2005 1996 2005

部品比率
輸出

輸入

25.5

18.0

38.0

42.0

12.8

21.4

25.2

25.2

23.5

24.3

31.9

30.6

20.5

20.8

25.3

33.2

19.8

20.3

25.5

26.9

10.8

20.3

23.2

17.6

純輸出比率
一般部品

輸送機部品

-6

28

-23

21

-33

-46

-20

22

-18

12

-8

29

-31

35

-18

-3

-29

-14

-16

-4

-42

-23

-29

32

出所）SITA：Statistics for international Trade Analysisより作成。

付表３ 2009年のPDFテレビの市場予測

市場 人口 普及台数 普及率％ 成長率％ 主力製品

都市市場 ２億3200万 1250万 63 29 一級ブランド

城鎮市場 １億5900万 390万 46 152 国内主力ブランド、区域ブランド

郷村市場 ８億 700万 128万 8 137 国内主力ブランド、区域ブランド、ノンブランド

出所）日経マイクロデバイス 2009年５月
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付図１.対前年比の製造業の雇用減少（％）

出所）ILOデータベースより作成

付図２.アメリカをベースとした企業と取引している海外サプライヤー数

出所）http://blog.panjiva.com/wp-content/uploads/2009/08/july-trade-data-reason-for-optimism-panjiva.png
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